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平成２８年３月 

大竹市議会定例会（第１回）議事日程 

                            平成28年３月11日10時開会 

日 程  議案番号        件        名         付  記  

第 １        会議録署名議員の指名 

第 ２ 議案第 １号 平成28年度大竹市一般会計予算           

第 ３ 議案第 ２号 平成28年度大竹市国民健康保険特別会計予算     

第 ４ 議案第 ３号 平成28年度大竹市漁業集落排水特別会計予算     

第 ５ 議案第 ４号 平成28年度大竹市農業集落排水特別会計予算    一般質問及び 

第 ６ 議案第 ５号 平成28年度大竹市港湾施設管理受託特別会計予   総 括 質 疑 

           算                       （一  括） 

第 ７ 議案第 ６号 平成28年度大竹市土地造成特別会計予算       

第 ８ 議案第 ７号 平成28年度大竹市介護保険特別会計予算       

第 ９ 議案第 ８号 平成28年度大竹市後期高齢者医療特別会計予算   予算特別委 

第１０ 議案第 ９号 平成28年度大竹市水道事業会計予算        設置・付託 

第１１ 議案第１０号 平成28年度大竹市工業用水道事業会計予算    

第１２ 議案第１１号 平成28年度大竹市公共下水道事業会計予算    

第１３ 議案第１４号 大竹市職員の退職管理に関する条例の制定につ   （原案可決） 

           いて                       

第１４ 議案第１５号 あたたかあたた基金条例の制定について      （原案可決） 

第１５ 議案第１６号 行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整理   （原案可決） 

           について                     

第１６ 議案第１８号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正   （原案可決） 

           について                     

第１７ 議案第１９号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する   （原案可決） 

           条例の一部改正について              

第１８ 議案第２０号 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例   （原案可決） 

           の一部改正について 

第１９ 議案第２１号 大竹市ふるさと創生事業基金条例の一部改正に   総 務 文 教 

           ついて                     （原案可決） 

第２０ 議案第３０号 大竹市火災予防条例の一部改正について      （原案可決） 

第２１ 議案第３１号 大竹市と広島県との間における行政不服審査会   （原案可決） 

           事務の事務委託に関する協議について        

第２２ 議案第３２号 広島市と大竹市との連携中枢都市圏形成に係る   （原案可決） 

           連携協約の締結に関する協議について        

第２３ 議案第３５号 大竹市マロンの里の指定管理者の指定について   （原案可決） 

第２４ 議案第３６号 平成27年度大竹市一般会計補正予算（第３号）   （原案可決） 

第２５ 議案第３３号 大竹市三倉岳県立自然公園休憩所の指定管理者   総 務 文 教 
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           の指定について                 （原案可決） 

第２６ 議案第１７号 大竹市附属機関設置に関する条例の一部改正に   （原案可決） 

           ついて                      

第２７ 議案第２２号 大竹市保育の必要性の認定に関する条例の一部   （原案可決） 

           改正について 

第２８ 議案第２３号 大竹市乳幼児等医療費支給条例の一部改正につ   （原案可決） 

           いて                       

第２９ 議案第２４号 大竹市国民健康保険条例の一部改正について    （原案可決） 

第３０ 議案第２５号 大竹市介護保険条例の一部改正について      （原案可決） 

第３１ 議案第２６号 大竹市指定地域密着型サービスの事業の人員、   （原案可決） 

           設備及び運営に関する基準を定める条例及び大    

           竹市指定地域密着型介護予防サービスの事業の    

           人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護   生 活 環 境 

           予防サービスに係る介護予防のための効果的な    

           支援の方法に関する基準を定める条例の一部改    

           正について                    

第３２ 議案第２７号 大竹市指定介護予防支援等の事業の人員及び運   （原案可決） 

           営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の    

           ための効果的な支援の方法に関する基準を定め    

           る条例の一部改正について             

第３３ 議案第２８号 大竹市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生   （原案可決） 

           活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する条    

           例の一部改正について               

第３４ 議案第２９号 大竹市水道条例の一部改正について        （原案可決） 

第３５ 議案第３４号 大竹市弥栄周辺広場の指定管理者の指定につい   （原案可決） 

           て                        

第３６ 議案第３７号 平成27年度大竹市国民健康保険特別会計補正予   （原案可決） 

           算（第１号）                   

第３７ 議案第３８号 平成27年度大竹市港湾施設管理受託特別会計補   （原案可決） 

           正予算（第１号）                 

第３８ 平成27年陳情第４号 「高齢者が地域で活躍できる場の拡大に取り組   （ 採 択 ） 

           むシルバー人材センター」への支援に関する陳    

           情                       生 活 環 境 

第３９ 平成28年陳情第１号 大竹駅東口広場整備事業の早期実施についての   （不採択） 

           陳情                        

○会議に付した事件 

 ○日程第 １ 会議録署名議員の指名 

 ○日程第 ２ 議案第１号から日程第１２ 議案第１１号（一般質問・総括質疑・付議） 
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 ○日程第１３ 議案第１４号から日程第２４ 議案第３６号（報告・表決） 

 ○日程第２５ 議案第３３号（報告・表決） 

 ○日程第２６ 議案第１７号から日程第３７ 議案第３８号（報告・表決） 

 ○日程第３８ 平成２７年陳情第４号及び日程第３９ 平成２８年陳情第１号（報告・表 

        決） 

○出席議員（１５人） 

    １番  児 玉 朋 也         ２番  末 広 和 基 

    ３番  賀 屋 幸 治         ４番  北 地 範 久 

    ５番  西 村 一 啓         ６番  和 田 芳 弘 

    ７番  大 井   渉         ９番  藤 井   馨 

   １０番  山 崎 年 一        １１番  日 域   究 

   １２番  細 川 雅 子        １３番  寺 岡 公 章 

   １４番  原 田   博        １５番  田 中 実 穂 

   １６番  山 本 孝 三 

○欠席議員（１人） 

    ８番  網 谷 芳 孝 

○説明のため出席した者 

   市 長        入 山 欣 郎 

   副 市 長        太 田 勲 男 

   教 育 長        大 石   泰 

   総 務 部 長        政 岡   修 

   市 民 生 活 部 長        青 森   浩 

   健康福祉部長兼福祉事務所長        正 木  治 

   建 設 部 長        大 和 伸 明 

   上 下 水 道 局 長        平 田 安希雄 

   消 防 長        西 岡   靖 

   総務課長併任選挙管理委員会事務局長        米 中 和 成 

   企 画 財 政 課 長        吉 岡 和 範 

   産業振興課長併任農業委員会事務局長        中 川 英 也 

   福 祉 課 長        吉 原 克 彦 

   保 険 介 護 課 長        佐 伯 隆 文 

   監 理 課 長        香 川 晶 則 

   土 木 課 長        山 本 茂 広 

   上 下 水 道 局 業 務 課 長        重 本 隆 男 

   総 務 学 事 課 長        野 崎 光 弘 

   生 涯 学 習 課 長        橋 村 哲 也 

   自治振興課課長補佐兼自治振興係長        三 上   健 

○出席した事務局職員 
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   議会事務局主幹兼庶務係長        豊 原   学 

   議 事 係 長        三 浦 暁 雄 
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１０時０１分 開議 

○議長（児玉朋也） 先日の東日本大震災から５年が経過しました。改めて被害に遭われた

皆様に心よりお見舞い申し上げますとともに、お亡くなりになられた方々と御遺族に対し

まして深く哀悼の意を表します。 

  また、被災地の一日も早い復興を心より願い、黙祷をささげたいと思います。 

○議会事務局主幹兼庶務係長（豊原 学） 黙祷。 

  黙祷を終わります。御着席ください。 

○議長（児玉朋也） おはようございます。定足数に達しておりますので、これより直ちに

本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程を議席に配付させておきましたが、配付漏れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 配付漏れなしと認めます。 

  これより直ちに日程に入ります。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（児玉朋也） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において、６番、和田芳弘議員、

７番、大井 渉議員を指名いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２～日程第１２〔一括上程〕 

  議案第 １号 平成28年度大竹市一般会計予算 

  議案第 ２号 平成28年度大竹市国民健康保険特別会計予算 

  議案第 ３号 平成28年度大竹市漁業集落排水特別会計予算 

  議案第 ４号 平成28年度大竹市農業集落排水特別会計予算 

  議案第 ５号 平成28年度大竹市港湾施設管理受託特別会計予算 

  議案第 ６号 平成28年度大竹市土地造成特別会計予算 

  議案第 ７号 平成28年度大竹市介護保険特別会計予算 

  議案第 ８号 平成28年度大竹市後期高齢者医療特別会計予算 

  議案第 ９号 平成28年度大竹市水道事業会計予算 

  議案第１０号 平成28年度大竹市工業用水道事業会計予算 

  議案第１１号 平成28年度大竹市公共下水道事業会計予算 

○議長（児玉朋也） 日程第２、議案第１号平成28年度大竹市一般会計予算から日程第12、

議案第11号平成28年度大竹市公共下水道事業会計予算に至る11件を一括議題といたします。 

  ３月９日の議事を継続いたします。 

  一般質問及び総括質疑を行います。 

  ７番、大井 渉議員。 

〔７番 大井 渉議員 登壇〕 

○７番（大井 渉） おはようございます。今、黙祷させていただきましたけど、本当に月
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日のたつのは早いものといいますか、東日本大震災で２万人以上の方の犠牲者が出ました

し、復興が進んでいる地域もあれば、ほとんど進んでない地域もございます。そういう

方々に対しまして心からお悔やみとお見舞いを申し上げたいと思います。 

  それに関する、きょう一部、私の質問も関連する内容になっておりますので、よろしく

お願いしたいと思います。 

  私も１期と６カ月やらせていただきました。きのう末広議員のほうからここに立つのは、

非常に緊張すると言われましたが、私もいまだにここに立つたびに非常に緊張しておりま

す。そうは言っても、私の性格上、できれば多ければ多いほど、その中で言うほうがやり

がいがあるというふうに思っております。改めて市民の味方の大井でございます。よろし

くお願いします。 

  では、まず第１点の質問から入らさせていただきます。 

  基本計画なるものを総合計画とか、今で言えば、まち・ひと・しごと創生総合戦略とか、

そういう大竹市の基本計画なるものがいろいろできてまいります。小さなもので、小さな

と言ったら失礼ですけど、福祉計画とか何とかビジョンとかいろいろなものがございます。 

  この中で、今回お聞きしたいのは、基本計画、第五次総合計画、32年までの後期の計画

について、その中でもこれ全てを質問しましたら５時間も10時間もかかりますんで、その

中で特に大竹を愛する人づくりということと、定住促進施策について、そこだけに今でき

るだけ焦点を当てて、まず１点目の質問をしたいと思います。 

  こういう目標というものは、あくまでも目標ですから、市民の皆様に夢も与え、それか

ら時には絵に描いた餅と批判されるようなものも中に入ることはやむを得ないことではな

いかと私自身も思っております。 

  その中でも、大竹を愛する人づくりという言葉があるんですが、この大竹を愛する人づ

くりというのがこの総合計画、総合計画というのは行政がつくるわけですから、行政とし

て大竹を愛する人づくりというのは具体的にどういう形で大竹を愛する人、そういう人材

をつくられるのか、いこうとされているのか。ちょっとその辺、私はなかなか理解に苦し

みますので、あえて質問させてもらっております。 

  なぜかといいますと、市民よし個人が生まれ育った地域や、社会人になり成長過程で確

立されることにより、それはまたあるいは保育所や小中学校での生活、そういうものを学

ぶことの課程の中で時を重ねて地域に愛着を持ち、大竹をふるさとと思った結果として、

大竹は誇れる、そして愛せるふるさとと思うことというのが、それは個人個人が決める。

そういう人材が育つか育たないかということを行政が基本計画の中にうたうということ自

体、それは個人個人の考えではないかと、私はそれ思っとるんです。その辺が基本計画の

中に大竹を愛する人づくりということがポンとうたっておられますけど、具体的にどうし

てそういうことをされるのかというのが本当によくわからない。違和感を覚えております。

その辺もう少しわかりやすく、こういうことをしたから今現実に、実際にこういう新しい

人材が育ってるんですよというものをできれば御披露いただければと思います。 

  それから、定住促進についてでございますけど、これは永遠のテーマだと思いますし、

大井、おまえにそういう具体的な案があるのかと。人口増加策、あるいは定住促進策があ
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るのかと聞かれれば、私にもなかなかそれはいい考えはありません。自分がないものに対

して質問するのは、市長初め職員の方々に申しわけないと思っておりますけど、つい最近

といいますか、昨年の11月に旧大野町、現在廿日市市でございますけど、大竹市の人口を

旧大野地域が超えました。追い抜かれました。合併するまでは恐らく3,500人くらい大竹

市のほうが人口が多かったと思っておるんですが、十数年でそれがひっくり返されたと。

大野地域を見ると、なるほどだなと、やっぱり人をふやそうというその施策みたいなもの

が見えてきます。だけど、この大竹市には人口をふやすというような施策というのが私の

目にも余り見えてこない。いつか委員会で人口増加策あるいは定住促進の政策は何ですか

ということで資料請求しましたら、野球のグラウンドが入っておりました。確かに入っと

ったと思います。そういうもので本当に人がふえるのか。定住促進になるのか。魅力ある

まちになるのかといったら、ないよりはそれはあったほうがいいと思うんですが、そうい

うことも踏まえて、でも旧大野町、廿日市市ですね、ここは道路を新しくつくり、人に住

んでもらおうというような施策を間違いなくされておる。だから今２万8,000人を超える

人口になったんではないだろうか。ということは大竹市の定住促進施策は、間違いと言え

ばちょっと言葉がきついですけど、少し方向転換されるべきではなかるまいかなと。隣の

まちがふえとるわけですから。そういうことも感じる次第でございます。 

  市長はよく、大竹市には通勤される方が6,000人おられると、そのうちの半数の3,000人

でも、このまちに住んでいただければ３万人をまた超えることになるということをよく言

われます。それこそ先ほど私が言ったこのまちに魅力があり、このまちは住みやすい、こ

のまちの人はいい、いろんなふれあいがある、そういういろんなものを総合的に判断して、

このまちに住むか住まないかを決める。そういうことじゃないかと私は思ってます。 

  だから、行政が大竹を愛するとかと言われても、それは個人個人が決めることであって、

行政がそういうことに対してどういうお手伝いができるかということになれば、これは家

庭とか、あるいは地域とか学校とか、そういうところで醸成された個人個人の心の持ちよ

う、それから長くつき合っていろんなお世話になり地域とふれあい、そしてこのまちがい

いすばらしいまちだと、ここにどうしても住みたい、ここのまちで私は骨を埋めたいとい

うことになって初めて定住促進とか、あるいは人口増とかいうことが言えるんじゃなかる

まいかと思っております。 

  この辺について、この考え方、今までの定住促進の施策をこのまま継続されるのか。こ

れにつきましては、私個人的に思ってますけど、このまちは工業のまちです。大手企業が

あって、それも素材型の産業が多いまちです。素材型の産業というのは私も以前、商工会

議所におりましたんで、大手の企業さんのところの部課長さんや工場長さんとはいろいろ

お話をさせていただきました。できるだけ地元から採用してくださいということもお願い

に回ったことも何回もありました。いろんな雑談もさせてもらいました。 

  しかし、企業というのは、世界に誇れる企業がここには林立しとるわけですから、それ

りゃ大井さん、幾らあなたが地元から雇えと言われても、やはりブランドというものがあ

るんだと。雇った社員・従業員が警察のお世話になったり新聞に載ったり、そういうもの

を雇うわけにはいかないから、どうしても大竹だけで雇うということが難しいんで、今は
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結構広範囲に、柳井のほうから廿日市のほうまでそういういい人材を雇わなきゃならない

ということをいろんな企業の工場長さんとか部長さんからお聞きしました。 

  だけど、こういう大企業も世界を相手に競争しとるわけですから、当然最盛期、例えば

三菱レイヨン一つとってもですね、従業員が4,000人前後おられたのが今はその半分ぐら

いになっとる。三井化学にしても3,000人ぐらいおられたのが1,000人前後ぐらいになって

るという形で、人やそして工業用水も含めて、いかにコストを削減をするかということを

常々考えているのが企業です。だから、このまちというのは、人口のぶれといいますか、

減少していくことは、ある程度、工業のまちというのはやむを得ない部分を持っとるとい

うことも自分なりに承知しとるとは思っております。まず、それが第１点目の質問でござ

います。 

  次にですね、地域のコミュニティの拠点についての質問でございます。 

  入山市長になられまして、豊田市長さんのときから小中学校の統廃合について取り組み

をされ始めました。そして入山市長になられて５つの学校、松ケ原それから阿多田、木野、

穂仁原、これは小学校ですね、中学校は栗谷と５つの学校が廃校になりました。 

  市長は、私の記憶違いでしたら申しわけないんですが、学校というのは地域の拠点であ

ると、コミュニティの拠点であるということを何回か言われた記憶があるんですけど、そ

ういう学校がなくなった地域を今後どうされるのか。 

  それから今回同時に出ました社会教育施設の再編というものが議会のほうに提示されま

した。総論とか各論とかいう難しい言葉を使っておりますけど、大した言葉じゃないんで、

総論というのは市としての考え方というのが総論であって、各論というのは、個々にある

施設をどうするかという、あくまでも市の方針で、現在は方針だけでございます。これが

議会に出て、正式に存続されることになれば条例は変更要りませんけど、なくなるという

ことは条例廃止ですから、条例が廃止されて初めてそれがなくなるんであって、きょう現

在の総論・各論というのは、あくまでも市の方針、方向性を市民に打ち出した、あるいは

議会に打ち出したにすぎないと思っております。 

  このまちは、どういう方向に向かっていくのかというのも私にはよく見えません。大企

業があって働く場所があるということを言われますけど、先ほど申し上げましたように、

１つの企業で毎年200人から300人の新卒者を採る、大竹市全体で1,000人以上の新卒者を

採るという昭和40年代とか50年代のそういう時代はもう終わったと。そうなると働く場所

も余りない。ひょっとしたらもっと人減らしになるかもわかりません、今の世界経済を見

たときに。そうすると企業だけに頼っていいのかということになります。 

  私はっきり覚えてないんで、これは申しわけないんですけど、今人口が一番ふえてるの

は三重県の朝日町だったと思うんですが、ここは年間三十四、五％ふえております。名古

屋に非常に近いということですね。名古屋の大都市圏から数十分の所だと思いますから、

広島で言えば廿日市地域とか大竹地域くらいだろうと思いますけど、そこは年間35％ずつ、

日本で一番多く人口がふえとる町というふうに自分は記憶しております。間違いでしたら、

ごめんなさい。 

  先日、ヤフーのニュースを読んでいましたら、あるニュースに感動しましたので少し御
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紹介させてもらいます。先ほども黙祷しましたけど、福島第一原発自治体を除く日本一人

口の少ないまちというのがございまして、村でも市でもありません、町です。人口が

1,070人、山梨県の早川町。減少率が14.1％。町には高校はなく、多くの子供たちが進学

などで町を出ます。それでも町に２つしかない小学校の統廃合はしないと、辻一幸さんと

いう町長は言っておられます。 

  どういう理由かといいますと、統廃合は地域をなくすこと。学校があって地域があるん

だと、こういう強い信念を持った町長さんもおられます。全国で一番人口の少ない1,070

人の早川町の町長さん、教育に地域再生の手がかりを求める。平成15年から親子で移住し

て町の小中学校に通う山村留学制度を開始されました。24年からは日本で初めて義務教育

の無償化にも取り組まれました。給食費や修学旅行費まで、町が全て負担するということ

もされました。 

  早川の今、北小学校と南小学校がありますが、北小学校の中で地元の児童はわずか３人

です。あとの11人は圏外から来ておられます。小学生の人数がとにかく少ないため、何の

行事をやるにも全員参加。一人一人の役割があるんです。責任を持つ、責任感も育つし居

場所も必然的にできる。少人数でも悪いことばかりではないと、むしろメリットもあると

いうことも言っておられます。 

  ここでボランティアをしておられます中根さんという方が、子供みこしが復活したり若

い人が入ってくるので、できなかったことができるようになりましたと山村留学の効果を

話しておられます。また、辻町長は、ここで育った子供が成長してくれることが地域のた

めになると今後も子連れの移住促進をする考え方を申し上げております。これは一部ヤフ

ーニュースから記事を一部紹介させてもらいました。 

  本市では、大竹市では将来どのようなまちにするのか、したいのかが先ほど申しました

ようになかなか見えてきません。数年のうちに小学校５校が廃校になり、その地域が寂れ

ていく、その地域も私は幾度となく目にしております。市内のどこに生まれて、あるいは

住もうが自分の意思ではできないことも多くあります。日本だけでなく世界で格差が問題

になっています。政治の原点、目指すものは市民一人一人が幸せを感じることだと私は思

っています。福祉とは何か、それは幸せということです。今この大竹に住んでもらってい

る市民をまず大切にすることだと私はいつも思っています。 

  地域、きずな、コミュニティとは一体何なのか。このたびの社会教育施設の再編計画で、

小方の公民館を今どうするかと言うて地域といろいろ議論しております。小方地域の自治

会の皆さん、私も一自治会員でございますけど、皆さんが言っておられるのは、新しく小

方に公民館をつくってくださいというんじゃないんです。今あるものを存続していただき

たいと、そういうことなんです。それができないとなると、行政運営に問題があるんじゃ

ないんですかという声も聞きます。ぜひともこういう地域のふれあい。特に災害とかがあ

った場合に、そういうインフラ整備には、ぜひとも力を置いてもらいたいし、そして地域

の行事や活動を通じてコミュニケーションの大切さをもう一度考えていただきたい。 

  自治会のありよう、これも自治会長になる人がいない、役になる人がいないという自治

会もあります。自治会は、どういうふうに存続し市と協力できるのか。自治会を一回白紙
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にして、自治会のあり方を考えてもらいたい。 

  具体的で申しわけないですけど、例えば市営街灯。これも地域が負担しなきゃなりませ

ん、半額。これはどこにあるんですかっていったら補助金要綱です。２分の１しか出さな

いというのが補助金要綱ですね。だけども、特に市長が認めた場合はそれ以上出せる、そ

のぐらいの要綱ですよ。それに基づいてこれはやっております、市営街灯は。 

  しかし、明くる年からは全て電気代は地域が負担すると。でもその地域が今壊れかけて

いるんです。自治会長、自治会の役員になる人もだんだん減っているんです。そんなまち

に人が住んでくれるでしょうか。例えば今の市営街灯だったら、安心・安全のまちと言う

けど、それは市民が寄附して、市民の寄附のもとに安心・安全が成り立っとるんです。税

金も払い、市営街灯も払い、二重にも三重にも払っておるんです。 

  廃校にした地域、これの振興策は、今どうなっておるんでしょうか。それから今私が申

し上げましたことにつきまして、もちろん財政的なことも関連してまいります。この財政

的なもの、この裏づけにつきましても、毎年毎年厳しい厳しいということがいつも予算書

や決算書の中に書いてあります。いつになったら財政的な見通しが立つのか。そういうも

のもお示しできるものがあれば、ぜひともお示ししていただきたいと思います。 

  以上、壇上での質問を終わらせていただきます。御答弁のほどよろしくお願いいたしま

す。 

○議長（児玉朋也） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 今、大竹のまち、先輩方が定住施策について努力をしなかったような

発言がございましたが、この大竹の地、大変可住地の少ない大竹でございます。先輩方は、

栄町の干拓から始め、そして昭和40年代の玖波７丁目唐船浜団地、湯舟団地に始まり、人

口減少し始めた50年代、60年代に入ってからも御園台や玖波８丁目海望園など山を削り、

また港町、海を埋め立てて、苦労を重ねて居住地をつくり出してきたまちでございます。

どうか御理解をいただきたいというふうに思います。 

  人口ビジョンにおきましても、本市においては団地開発やマンション建設がございます

と、社会増減に改善の動きが見られていることもわかっております。 

  定住促進についての御質問いただきました。ありがとうございます。我々今を生きる者

は、これからこれら過去からの蓄積を引き継ぎまして、さらなる努力を重ね大切に次代へ

つなぎたいと考えております。 

  それでは、大井議員の御質問にお答えさせていただきます。 

  まず１点目の大竹を愛する人づくりについてでございます。平成23年に策定いたしまし

た第五次大竹市総合計画わがまちプランは、多くの市民の皆様方と一緒につくり上げてま

いりました。５つの市民委員会や地域ワークショップ、キャッチフレーズや絵画、ウロコ

カードへのメッセージなど延べ1,800人もの多くの皆様の思いを取り入れながら進めてき

たものでございます。もちろん多くの議員の皆様方に参画していただき多くの御意見をい

ただきました。 

  10年後の本市がどのような姿であればうれしいと感じ、また誇りに思えるか。そのよう
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な将来像を描きながら元気・安心、夢や希望、豊かさといった皆様方の思いをよいまちと

表現し、それを実現する施策を体系化したものでございます。 

  このよいまちをつくろうとしたとき、自分たちのまちは自分たちでつくるという市民の

皆様お一人お一人の責任の自覚と実行力を欠くことができません。そしてその根底となり

ますのは、このまちが好き、ふるさとへの愛着といった大竹を愛する思いにほかなりませ

ん。こうしたことから、わがまちプランにおきましても、大竹を愛する人づくりを基本目

標の１つとして、全ての施策に共通するまちづくりのエンジン、推進力と位置づけて前・

後期基本計画を通じての重点取組施策に掲げたものでございます。 

  何かを好き嫌いといった感情は、もちろん個人の裁量であり、自由なものでなくてはな

りません。例えば、どこのまちが好きかと問われたとき、その理由は、タイミング、度合

い、そして数さえも制限なく抱くことができます。このそれぞれが持つ自由な感情に対し

まして、それを強制するという意味ではなく、我がまちを愛する人や気持ちを少しでもふ

やしたいと思い、働きかけることを行政の仕事とすることは至極当然のことと考えており

ます。大竹を愛する気持ちを力として、これからも未来に夢と希望が持てる、よいまちを

皆様方と一緒につくり上げていきたいと考えております。 

  次に地域コミュニティ拠点の廃止等に伴う今後のまちづくりについてお答えいたします。

まず全ての学校がなくなる地域のまちづくりにつきましては、学校が有していた学校教育

以外の補助的な機能を補完していくことを基本的な目標としております。統廃合により学

校が有していた文化機能・交流機能、避難所としての防災機能といった機能がなくなるた

め、地区住民の皆様方と対応を協議してまいりました。具体的には、学校の閉校に伴い学

校が持つ地域の拠点機能が失われる場合は、まちづくりとしてその機能を補完することと

し、校舎が存続するなど機能が大きく失われない場合は、跡地活用を検討してきました。 

  社会教育施設の再編では、施設の老朽化が進み更新・改修等が必要となる中で、限られ

た人的・財政的資源で可能な範囲で施設の機能を維持しながら、市民が主体的にまちづく

りを進められるよう設置時の利用目的に捉われない施設利用を進めるため、その方針と方

向性を示したものでございます。小方公民館につきましては、岩国大竹道路建設に伴い体

育館を解体することになりますので、いち早く方向性を定めました。本市の人口構成や建

物の稼働率、また代替となる可能性のある同様の機能を持つ他の施設の状況などを勘案し、

できる限り皆様方の活動が継続できるよう総合的に考えた結果でございます。 

  学校や公民館が地域活動の拠点であり、その活力やコミュニティの形成に大きな役割を

果たしてきたことは十分に認識しております。しかしながら、今までと同じ数、規模の施

設を行政の責任において、これからも維持整備していくことが困難であるという認識も、

現実として持ち合わせなくてはならないと考えております。また、地域を支援するための

整備等についてでございますが、公共交通においては、利用する市民のみずからがつくり、

守り育てる意識を持つことを基本方針としており、整備に当たっては、本当に必要として

いる方たちと一緒にルート、負担できる料金、ふさわしい車両について考えることとして

おります。これは利用する住民の皆様が計画の策定段階から参画することで、みずからが

決めた運行計画に愛着が生まれ、応援の声につながり、責任を持ち、携わっていただくこ
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とで利用が促進し、運行を継続できるとの考えからでございます。地域が動かなければ市

は何もしないということではございません。 

  高齢者が多い地域などでは、自分たちで考え取り組むことをとても難しいと感じておら

れることもあろうかと思います。そのようなときは、まずは移動に困っている、こんなバ

スを走らせてほしいという声を聞かせていただきたいと思います。最初は少人数でも構い

ません。将来にわたり安心して暮らしていくためにどのようなことができるのか市民の皆

様と一緒に考えてまいります。 

  道路照明や防犯灯につきましては、市で設置したもののほか、犯罪防止や安全性の向上

などのため自治会などが新たに防犯灯を設置しようとする場合は、市が設置費用の一部を

補助しております。自治会の皆様には、更新の際の費用や電気代などを負担していただい

ております。現在は、市営街灯や地域防犯灯のＬＥＤ化などによる視認性の向上に取り組

んでいるところでございます。これには地域防犯灯の設置状況の把握と分析が必要となっ

てまいりますので、御相談のありました地域とは個別に協議を行っております。 

  これから、わがまちプラン後期基本計画と、まち・ひと・しごと創生総合戦略を掲げ、

定住を促進していく上では、それぞれの地域と、そこに暮らす皆様が元気で活力を持ち続

けていただくことが大前提でございます。しかしながら、支える人が減り財源が潤沢には

ふえていかない現実を踏まえると、地域を行政だけに任せていたのでは、まちはよくなり

ません。限りある人・財源で大きな効果を生むためには、地域と行政がそれぞれの役割や

力量の中でどのようなことがどこまでできるのか、一緒に知恵を絞り、汗をかき取り組ん

でいくしかないのだろうと思います。ないものを嘆くのではなくて、地域資源を生かし、

みんなでつくるまちづくりを着実に実践していくため一人でも多くの方に大竹を愛してい

ただきたいと考えております。 

  以上で大井議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（児玉朋也） ７番、大井議員。 

○７番（大井 渉） 御答弁ありがとうございました。まず１点目の大竹を愛する人づくり

について、私が頭が悪いせいか、ほとんど理解できませんでした。 

  具体的にどうしたらこのまち、このふるさとを愛する人づくりが具体的にできるのでし

ょうかということについて、今の答弁は、非常に漠とした答弁でございましたので、何か

をお示ししてこういうことをしたから、こういう大竹からすばらしい人材が生まれ、大竹

を愛する人が出てくる芽が出たんですよというようなデータも挙げていただければわかり

やすいんですけど、非常に大ざっぱな答弁でございますので、私だけがわからなかったの

か、ほかの議員さんあるいはテレビで見ておられる市民の方はわかられたのか、私はよく

わからなかったということだけは申し上げておきます。 

  確かに市長が言われますように、この大竹は二階堂市長から始まりまして、ここに大手

の企業、日本で一番の最初のコンビナートができ、そして多くの地元からの雇用等も生ま

れて、多いときでは３万9,000人近くの人口がございました。それも今は減り続けており

ます。それは先ほど私壇上で申し上げましたように、企業城下町というのは、そういう宿

命も背負っておるということは、私は認識しとるということを壇上でも申し上げました。 
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  １つの例として、皆様御存じかと思いますけど、三原にシャープが工場をつくりました

ですよね。最初は300人ぐらいでしたかね、雇用したのが。600人になり900人になり、今

はとうとうなくなって、台湾の企業と統合になりました。 

  企業というのは、そういうものができれば雇用も生まれ税収も生まれる、そういういい

面もあるんですが、今の成長した世界、あるいはグローバル化した世界を見たときには、

それが必ずしもプラスに働くとは限りません。幾つかの企業の例を出しましたけど、１社

だけでも4,000人もおるような会社もございましたけど、今はその半分、あるいは逆に撤

退された会社もあります。あるいは半分になった会社もあります。ということは社宅や寮、

そういうものも減っていきます。 

  私は、その流れというものについては、これに逆らうということは非常に難しいことじ

ゃないかと。ということは甘んじて受けると言いますか、もうこのまちに多くの人を定住

させること、あるいは人口をふやすことは非常に難しいということをまず頭に入れて計画

をつくる、現実を見て計画をつくると。いつまでも大手の企業が雇用し、大竹に人口がふ

え、このまちに大きな税収をもたらすと、そういう考え方はもう難しいんだという、そこ

を原点にして基本計画をつくったらどうでしょうかということを私は本来は申し上げたか

ったわけです。だから、いろんなものをつくったら人が住むでしょうとか、定住促進にな

るでしょうと。それは難しいというところからスタートすべきじゃないだろうかというの

が私の個人的な考え方です。 

  でも、先ほど市長が言われましたように、1,800人もの多くの方、あるいは議会、皆さ

んがつくった計画だから、ちゃんとそれをやり遂げますと、32年までにと。だけど、その

計画そのものが私は前も１回一般質問したときに市長からも言われました。大竹市民全員

が理解し、了解された計画なんだから、もっとこの計画を読んでもらいたいということも、

市長から一般質問のときに答弁で言われたことがございますけど、読めば読むほどわから

なくなるから、きょうはまた質問をさせてもらったわけです。 

  私の基本的な考え方というのは、もうこのまちは工業用地もありません。宅地も非常に

狭い。面積も狭いまちです。製造業、工業中心のまちです。このまちに今から大きな人口

増とか定住促進というのは望めない、それは難しいということをまず基本に置いて計画を

つくるべき。じゃあ何かと言いましたら、先ほど壇上でも言いましたように、今住んでい

ただいてる方、この方は大切にしましょうと。特に大竹市は社宅やマンションや、それか

らアパート、ここの居住者が多いですよね、非常に。他のまちより僕は多いんじゃないか

と思うんですが、その辺の分析も多分されとるんかと思いますけど、それはやはり企業の

まちという大きな条件があるから、そういう形態になっとるのかなと。でも定年になって

も人を採用しない、採用する人数も減らす、そういうことになればもう自然に寮や社宅も

なくなり、人口も減っていくと。もうこれは仕方がない流れなんだと。 

  市長が先ほど言われてましたように、この大竹市というのは面積も小さい、居住地も少

ない、こういうものを前提にスタートするというのが、私は本来のスタートであるべきだ

ろうと思うんですが、確かに基本計画、総合計画、そういうものには、夢もなければいけ

ないと思いますけど、でもやっぱり現実から見ないと今までにも活力・感動・快適とか、
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夢いっぱい多彩都市とか、第３次、第４次の総合計画ではすばらしいキャッチフレーズを

つくっとりましたけど、どこまで実行されたのか。私の考えは、今おられる人をいかに大

切にして、いつまでもこの大竹に住んでいただく。市長が言われるように、6,000人の通

勤客の方をそれは３分の１でも半分でも住んでいただくのが一番いいんですけど、それは

それなりに難しい点があろうかと思います。どのまちもそれは皆思ってるはずです。隣の

廿日市市にしても岩国にしても、うちに通勤に来る方がみんなここのまちに住んでくれた

らと、どのまちも思ってるはずです。このまちは、もうそんなに人がふえないんだと。だ

から皆さんがこれがあればいいがなと、確かにあったほうがいい、野球場もあったほうが

いい、駅もあったほうがいい、あそこにスポーツ公園もあったほうがいい、何もかもあっ

たほうがいいんですよ。でも今の財政状況からはそれは非常に難しい。要するに、コンパ

クトシティと言ったらまたちょっと定義が違いますけど、そういうものを目指す、そうい

う考え方がおありかどうかをお聞きします。 

○議長（児玉朋也） 市長。 

○市長（入山欣郎） 今、現実として人口増大変難しい。企業の存続も大変危機的な状況に

あるという御指摘をいただきました。そういう御質問の中で、大野より少なくなったらど

うするんやと、人口ふやせというように自分聞こえたもんですから、ちょっとその辺が思

い違いをしておりました。済みません。 

  大変厳しい状況であること、夕張は10万人以上の人口を抱えながら、わずか数年のうち

にあれだけに落ち込んでいった。その危機的な状況を想定する中で、もしそういうことが

起こったらどういう状況になるかということは、いつも危機的な状況については心の中に

しっかり持ちながらも、しかし、少しでも今の状況を進歩させるような努力というのは、

市民皆さん方とともにやり続けていかなければならないというふうに思います。 

  だから、この第五次総合計画つくった市民の皆さん方の御意見は、人口を目標にするこ

とはやめようと。だから人口というのは指標にしか出さないというようなことを市民の皆

さん方の御意見でやったわけです。 

  いいまちをつくったら、おのずと人口というのはふえてくるであろうという市民の皆さ

ん方の御意見をもとにつくったこの計画でございます。幅広く、いいまちをつくるために

隅々まで計画が行きわたっております。それが市民の皆さん方からいただいた総意でござ

います。どうかもう一度しっかりと見ていただきたいというふうに思います。今いる人た

ちを大切にするからこそ、いいまちになるわけでございますので、どうか御理解をいただ

きたいというふうに思います。そして、人口が減るということを想定して、大変厳しい時

代を迎えるということを想定する中で、公共施設等の再編について、トータルでの社会教

育施設についての考え方を提案させていただき決めたわけでございます。 

  それから、学校につきましても、過去に学校の施設方針について決められたことをその

まま踏襲して実行した。その計画にのっとってやってるということも、ぜひ御理解をいた

だきたいというふうに思います。 

○議長（児玉朋也） 大井議員。 

○７番（大井 渉） ２番目の質問に入らせていただきます。ここにつきましては、多少細
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かな質問になろうかと思います。わからなければわからないで結構ですし、今から予算委

員会も14日から始まりますんで、その中でもしてもいいかなというような質問はあろうか

と思うんですが、そのときはそのときでまたさせていただきます。 

  先ほど市長が言われました公共交通の問題ですけど、市長は、今大竹市に72ですかね、

自治会があります。この自治会の現状というものをどういうふうに御理解されとるか。自

治会の活動、自治会の役員構成、財政状況、それぞれの自治会にあるいろんな課題。先ほ

ど私が言いましたように、もう自治会長になる人がいないという地域があるんです。私は

自治振興課のほうに電話させてもらいました。自分の親は、ここに住んでるんだけど、施

設に入っておられると。あとは全部70を超えてパソコンも打てない、さわったことがない。 

  私は、大野の前空に住んでるんだけど、大竹市の自治会長になってもいいんだろうかと。

さすがに住所が違うからどうだろうかなと思ったんですが、でもそういう自治会そのもの

が運営できない状況になれば、もうそういう方も思い切って自治会の会長をやってもらう

と。大竹市の自治会というのであれば大竹に住んでいなきゃいけない、あるいは大竹市の

自治会員でなければいけないと、いろんなことが書いてあるんだろうと思うんですが、中

には連合会に規約がないのもあります。はっきりあります、連合会に規約がないのに会長

が決まるというのが。だからいつまでやるのか、どうして選ぶのかわからないような連合

会もあります。 

  でも、その自治会を大竹市はパートナーとして、昔は自治会と言わなかったですよね。

市協委員さん。市の協力委員、あるいは市の協力団体という呼び方をしておりました。だ

から、自治会長じゃなく市協委員長さんという言葉を使ってたですね。それが、おのおの

自治会が独立して、先ほど市長が言われたように、それぞれの自治会が自分らの自治会は

自分らの自治会で計画を立て、すばらしい地域にしようと言うて、市協委員会から自治会

にかわったわけですよね。その自治会がもう既に限界に来てるということを私先ほど壇上

で申し上げました。 

  自治会長にならない、なる人がいない。自治振興課のほうにも御相談しましたら、何回

でも同じことになりますけど、なかなか難しいんじゃないでしょうかと。しかし、いなか

ったら運営できないわけですから、自治会を解散したらどうですかぐらいしか私はアドバ

イスできないんですね。でも、自分の親がおるから私は１週間のうち２回も３回もこの地

域に帰ってくるんですと。だから私がなってもいいですと。住所が違うんですけど、それ

でもなれないんですか、大竹市はと。認めないんですか、大竹市はと言われる方がおられ

るんです。こういう地域が今からふえてくるだろうと思います。 

  あるいは違う地域に行っては、もう３人ぐらいしかやる人はいないんだと。そうすると

自治会長と副会長、それとか何とか防犯部の組合長とか、公衆衛生のほうとか、１人が３

役も４役もやらなきゃいけないと。本当に自治会が機能しなくなってるということは、職

員の皆さん半分は市外ですから、半分ぐらいの人はわかると思いますけど。 

  それで輪番制、１年ごとに自治会長がかわる。そういう地域も結構あります。その自治

会のありよう、これについてどう思われるかということと、これに関連するんですけど、

先ほど市長言われた公共交通の問題です。地域でやる気がある人、あるいは自治会として
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の１つの組織として、こういうふうにやりたいという組織があって、やりたいところはち

ゃんとバスを走らせますと。そういう計画を立てますと。でも、それができないから私が

今質問しとるんです。 

  今まで委員会で質問したら、その答えは公共交通活性化協議会とかいうのがあるからそ

ちらなんですと。うちは補助金出しとるだけなんですと。これが今までの市の答弁なんで

すよ。ほとんどそういう答弁ですよ。委託したら、マロンの里を例えばＪＡに委託したら、

ＪＡさんにもう委託しとるんですと。市営住宅は広島第１ビルサービスさんに委託しとる

んですと。でも、もう自助・共助ができない。そういう地域がふえてきてることについて、

私以前に地域担当制という制度を設けたらどうですかと２回一般質問させてもらいました。

市長はそのときに、いや、うちの職員は、いろいろ地域でいろんな役をして、学校関係い

ろんなことやっておられますと言われますけど、約半分の方が市外の方です。地域を守り、

地域の行事、地域のふれあい、地域での助け合い。このためには自治会とか、今のように

そういう気持ちがあって多くの人数がおられるところは、バスも運行できるかもわからな

いけど、パソコンも打てない。市役所のどこに行ったらいいかもわからない。それを公共

交通活性化協議会に任すのではなしに、一緒に市の職員も考えていただきたいと思うし、

できれば地域担当制、そういう制度をつくっていただきたいと思うんですが、まずこの２

つについて、自治会のありようと公共交通について御答弁お願いいたします。 

○議長（児玉朋也） 市長。 

○市長（入山欣郎） １点目の自治会のありようについてお答えをさせていただきたいとい

うふうに思います。大竹のまちは、私この世界に入ってきて、大変自治会がよそのまちに

比べてしっかりしている。よそのまちよりもずっと自治会組織がきちっとできているまち

だというふうに感じております。その中で大変自治会運営が難しくなってきている現状が

ございます。これは市民の皆様方、日本全国の国民性の問題で、地域に対するかかわりを

持たずとも生活できるような仕組みがこの世の中にできてきたという中で１つ大きな問題

にあるんだろうというふうに思います。そういう中で、どういうふうな方策を次に考える

かということになってまいります。 

  すぐ近隣の岩国の小瀬地区というところがございます。１つの過去にあった自治会単位

でいきますと、もう１人しか住んでないところ、それから数軒だけのところがございます。

それは結局大きく小瀬地区連合会ということで、全体が統合した中で自治会運営をしてい

くというような知恵を出されてやっている部分もあります。 

  また、外国に行きますと、隣町が数キロも数十キロも離れている。周りには人家がない

というような国がたくさんございます。そういう中で、この日本の中でも、中山間地では

そういうことがあり得るようなことがもう目の前になってきております。その中で、どの

ように行政として自治的なことをやっていただく部分の機能を保っていくか。それと行政

の役割はまた別でございます。行政は職務としてきちっとそれぞれの部署部署でもって、

ラインでもって仕事をしてまいります。そういうことで、各個人個人のいろんなことにつ

いては配慮が行き届くようなことはやっていく、その仕組みは行政としてやる必要があろ

うかと思います。ただ、自治という部分については、これからの日本のありようについて
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しっかりと見きわめながら、もっと大きい範囲での連合体をつくるような格好での運営を

やらざるを得ない時代になってくるんではないかなというふうには感じております。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 市民生活部長。 

○市民生活部長（青森 浩） 公共交通についてお問い合わせがあったと思いますので、お

答えします。今の御質問の中身は、公共交通の答弁ということでございますが、活性化協

議会で話は、公共交通に乗る前と乗る後の話と２つあるんだと思います。公共交通として

認められて路線として乗っかかってくれば協議会の中の話になると思います。それと以前

から大井議員が言われとる公共交通の走ってない地域については、協議会ということでは

なくて、要望があった段階で地元と話をしていきたいということは我々はずっと言ってお

ります。その話をまず勉強会から立ち上げようと、その中で地区としてやりたいというよ

うなまとまりが出れば、いろいろ細かく決めた上で改めて市として協議会のほうに議題と

して挙げていく、その中で決めていくということでございますので、いきなり協議会だけ

で決めるということではなくて、その前段として市民との話し合いというのがありますの

で、そこだけは区分けして考えていただきたいと思います。以上です。 

○議長（児玉朋也） 市民生活部長。 

○市民生活部長（青森 浩） 自治会の会長に市民でない方がなれるかという御質問でござ

いますが、以前もお答えしていると思うんですが、まず一般論ということでお話させても

らいます。本来、自治会はそれぞれの地域で考えるということで、市としてどうしてくだ

さい、こうしてくださいという考えは法的な部分としてありません。また縛りもありませ

ん。もともと自治会というのは、一定の区域に居住する住民という考えでございますので、

そもそも市外の方が会長以前に会員になるということは想定はされていないんだろうと思

います。ですから一般論で言えば、総会の議決を得て規約を変えるとかいう流れの中では、

市外の方が役員になると、あるいは会長になるということはやぶさかではないのかなとい

うふうに思ってます。 

  ただ、現実問題として災害時等、万が一の場合どうするかという問題が残るんだと思い

ます。これが一般論ということにはなるかと思います。あと大竹市の場合、若干例外とし

て認可地縁団体という自治会があります。認可地縁団体は地方自治法上の規制があります

ので、認可地縁団体については地区の方の住民しかなれないということでございますので、

一般的には前段のお答えでいいんですが、ある一定の地域の認可地縁団体については縛り

がありますので、市外の方は会員になれない、結局会長にもなれないということになるん

だろうと思います。 

  以上でございます。 

○議長（児玉朋也） 大井議員。 

○７番（大井 渉） 今の公共交通のバスのほうから。12月議会でしたか、元町・本町のほ

うからあの一帯を通してほしいというのが議会運営委員会には諮られましたですね、陳情

書が。いつの間にか取り下げられましたですね。議会運営委員会では、その陳情書が諮ら

れました、間違いなく。本町・元町地区だったと思いますけど。それ事実かどうかわかり
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ません、私も又聞きですから。なかなか今のように、あれだけの大きな多くの人口がおら

れるところにですね、それを引っ張ったり、まとめたりするのが難しいという、だからそ

の要望を引っ込めたというふうに私は理解しております。 

  そういう大きい自治会が、もしそれが事実だとしたら、小さな自治会とか自治体、組織、

あるいは自治会で、今の部長が言われたり市長が言われたりのことが不可能な状況になっ

てきておるということを私は申し上げているんです。それができるんなら、しますよまだ。

だから、できないからどうしたらいいかということを、もうぼちぼち、その連合会の会議

も何回か開いていただいて、市はこう思ってますと、自治会の各単位単位を見れば、もう

非常に難しいと、そういう中で確かに広原地区と谷尻地区というのは地縁法人になってい

ます。だから、それは地縁法人ですから、普通の自治会と一緒になるということは難しい

でしょうし縛りがあるということは今、部長が言われました。多分72自治会のうち２つが

地縁法人の自治会というのが大竹市内には存在します。私が住んでおったところは地縁法

人にしました、私が。だけど、そうでない今のように地域の行事がなかなかできない、９

月ですかね、今、清掃作業なんかをするというのは、これももう車を乗れないんだと、車

に今まではごみ袋を入れて、缶拾いをして、でも、もう車の免許証、75過ぎてもう危ない

から返しなさい言うから、もう返しちゃって軽トラックもないんです、車もないんですと、

そういう地域がどんどんふえておるんですよ。これからもふえ続けると思います。 

  だから、それは公衆衛生推進協議会ですか、そちらの責任だと言われれば、そうかもわ

からないけども、市としても責任が僕はあろうかと思います。そういうものも全部ひっく

るめてですね、縦割りでなしに横断的に、もう少しこの地域をどうしたらいいかという、

そういうものが一番最初の大竹を愛する人づくり、そういうものにもかかわってくるんじ

ゃないでしょうかと。それから地域担当制というのが難しいというように私はとれたんで

すが、東広島は1,400人か1,600人、全職員を地域担当制の職員制度にしておりますよ、あ

そこの市長は。やる気になればできるんですよ。今の公共交通にしても、要望があればっ

て、要望ができないんですよ、先ほど言いましたように。車に乗れない、清掃作業もした

いんだけど人がいない、車ももう運転免許証も返した。そういう地域がどんどんふえてき

てるんですよ。それは自治会が考えてくださいとか連合会が考えてくださいじゃなしに、

行政がもっともっと、そういう自治会を集めて、皆さんの知恵をかって連合会組織にして、

こういう運営はどうでしょうかとか。こういう規則、規定を変えられてこういうやり方に

したらお互いがまたふれあいもあるし、お互いの協力もできるし存続もできるんじゃない

ですかと、そういうことを提案するなり、していただきたいと私は思っております。 

  後から今のことについて何かコメントがあればお願いします。 

  それから、社会教育施設の再編についてお聞きします。総論・各論というのは、先ほど

言いましたように、行政、執行部が出した方針、方向でしかありません。重いと言えば重

いし、軽いと言えば軽い。今、小方をとって申し上げますと、ここにも議事録をもらいま

した。今３回ほど地域と小方の公民館をどうするかという話し合いをされておりますね。

今回も小方地域のまちづくりについて地方創生事業で2,400万ですか、小方の駅、小方の

市道、小方のまちづくりというんで計画をつくってもらうという予算がついております。
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この前も補正予算のとき私申し上げましたけども、どういうものをつくるかがわからない

のに、ただでくれるんだからいいじゃないかというのも一理あって、どっちにしてもつく

らなきゃいけないわけですから、それをもらって今からつくるんでしょうけど、どういう

方向か、まだきょう現在わかりません。 

  それに含めて、今小方の公民館のことですけど、20回でも30回でもやるって担当の課長

元気よく言われたんですが、今のところ３回です。もう残された期間といいますか、もう

来年の3月には国交省のほうにお渡ししなきゃいけない、小方の土地を。これは間違いな

いですね。ということになると、もう少ししたら、入札もし解体作業も入る。私がいろん

な地域の自治会長さんや副会長さんや、そういう役員からお聞きしたのは、小方地域は小

方の公民館があるから、あそこを集会所にすればいいからと言うんで、小方財産区からも

らったお金をこの大竹市に寄附しております。特にステージ部分がないから、小方の議長

をされた方です。ステージ部分もつくりたいから、これを公民館と集会所と兼用で使いた

いんで、この350万３自治会出してくれて1,000万超える金を寄附しております。 

  ３年前でしたか私が直接国交省の広島国道事務所の調査設計課長にお電話して、一体岩

国大竹道路あるいは市道、それから公民館を含めてどうなるんですかと、市役所から一向

に説明も地域にないし、議会にもないし、国交省の責任として話しに来なさいよと言って

課長に電話したら、すぐ来られました。そのときに公民館のことについて言いますと、各

自治会で４名から５名出ておりましたので十四、五名の方がおられました。溝田さんとい

う当時の調査設計課長です、今は中野さんにかわっておりますけども。その方が言われる

のは、４メートル、５メートルもちょん切ったような体育館を皆さんに使ってくださいと

言うのは、それはそういうことを言うのは失礼です。だから、あれは全部解体して、新し

い場所に新しい体育館をつくりますと約束されたんですよ。そしたら、違う役員の方が、

ついでに済みません、会議室とか調理室とかあちらのほうも一緒に全部やってくださいと

いう声が何人か上がりました。そしたら、国交省のほうからは、いやいや会計検査院とい

うのがあって非常に難しいんですと、ここまでは許されるけど、これ以上は使ったらいけ

ないという基準があって、だから非常に難しいんで、申しわけないんだけど体育館だけは

新しい場所に新しい土地に新しいものをつくります、これはお約束しますと。ただ、分離

式になる、運営が。体育館は体育館で人を置いて運営しなければいけない。今、会議室と

か調理室とか研修室とかいうのは、またここに人が要る、分離型になるんでこれは申しわ

けないと、そこまで言われたんです。今、３回しかやってないですけど、やがてこれ業者

を決めて解体もことしの予算に組んであります。一体どういうふうにおさめようとしてお

られるんですか。地域にどういう話をして、地域の了解をどういうふうにもらおうとして

おられるんですか。 

  今、小方地域では、それぞれが敬老会とか別々にやっております。今夜も自治会の役員

会がありますけど、これはあくまでも２丁目だけです。３自治会あります。３自治会が自

治会の役員会総会、いろんな行事、ことしはとんどもやらせていただきましたけど、とん

どの後の打ち上げ、反省会、交流会、これは今、小方の公民館、ここしかないんです。こ

れを集会所にすると、じゃ社会教育法上の公民館はなくてもいいという考え方なのか、で
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あれば、集会所で皆さんがオーケーされたのか、それはあくまでも二、三人の自治会の会

長さんだけの考え方であって、本当に地域にちゃんと説明に来られるのは、いつまでにさ

れるのか、もう時間は少ししかありません。 

  総論・各論というのは、あくまでも市の目指すところです。この中の議事録にちょっと

質問があったのが、小方だけをいじめるんかと役員さんが言っておられます。小方はまち

も壊し公民館までなくすのかということを言っておられます。いや、そうじゃりませんと

この議事録に書いてあります。大竹会館も直すんですと。でも、あれは法律に基づいて直

すんでしょ。 

  玖波公民館に何かで行きました、委員会か何かで。報告集会ですか。そしたら後ろにバ

ケツがありました。何ですかって言ったら、雨漏りがするんですと。もし岩国大竹道路が

玖波公民館があったら玖波公民館をなくしてるはずなんですよ。小方は残してるはずです。 

  だから、それこそ計画性が僕はないまちだなと思うんですよ。御都合主義の説明だと。

それも何か社会教育施設の再編、総論じゃの各論じゃの、大きな絵みたいなことを言いま

すけど、片方は法律が変わるから、もう解体しなければいけない。小方は岩国大竹道路が

かかるから国交省に渡さなければいけない。それだけを長ったらしくですよ、総論じゃ各

論じゃ書いてから。それちゃんと地域に説明しなきゃいいけない責任があるんだろうと思

う、行政には。このまちは本当に説明責任というのが果たされてないと思います。今のこ

とについてお答えお願いいたします。 

○議長（児玉朋也） 市民生活部長。 

○市民生活部長（青森 浩） 私のほうから２点ほど、前段の分お答えさせてもらいます。

まず公共交通の考えでございますが、担当窓口あるいは地区懇談会等含めまして要望があ

った地域は多分２カ所か３カ所程度だったと思います。それも個人的に言われたのか、地

域全体の意見かというのもはかりかねております。そのときは必ずお１人の意見でなくて、

やはり今から勉強していかないといけないんで、２人でも３人でもいいんで仲間集めてく

ださいと、そこへ我々が入っていって勉強会から始めましょうということは常々言ってお

ります。そのスタンスは変わっておりませんので、ただ難しいということでなくてですね、

しっかり御意見いただきたいと思います。それであればですね、一緒に入っていって検討

していきたい。それが今の地域交通の考え、利用する市民みずからがつくり、守り育てる、

この考えは変わっておりませんので、今後もこいこいバス同様ですね、そういう方向でや

っていきたいと思います。 

  それから、２番目の地域担当制職員が自治会の総会等へ出て云々かんぬんという話なん

ですが、今３回と言われまして、私24年３月の定例会の一般質問されたの私もよく覚えて

ます。私２回と思ったんですが、３回ということですので、もう１回ちょっと答弁調べて

ませんので、それまた調べてみたいんですが、今回ですね、私もちょっと検討してみまし

た。まず基本的に考えておかなければならないのが地域担当制というのは目的ではなく手

段だということだと思います。目的はあくまでも市民自治あるいは市民協働だと。市民協

働の手法、手段はさまざまあるんですが、目的である市民協働を実施する手段の１つとし

て地域担当制があるということは踏まえておきたいと思います。 
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  この協働の考え方なんですが、やはりその地域の面積なり人口なり、さまざまな特性、

それから過去の経緯、歴史、こういったいろんな要因によって決まってくるもんだと思っ

ております。流行であるとか、よそでやっているからやるというものではないというふう

に思っております。御質問の事例ですね、東広島市、これまさしく私もちょっとこれ勉強

させてもらいました。その中で東広島は自治会の協働ということではなく小学校区単位に

創設した地域協議会ないしまちづくり協議会で協働していると。しかもその協議会は、自

治会だけでなく各種団体、地域の学校、企業、事業者等で構成されているということで、

自治会とは全く別の組織なんだろうと思います。東広島の場合、２回の合併で９つのまち

が一緒になっているということで、面積で言えば、大竹の８倍、また小学校区も40以上あ

るということで、多分担当課だけでは対応し切れないという部分もあって、協議会ベース

に職員、地区担当にしているものかなというふうに個人的には思いました。 

  その中で、大竹の場合ですね、そもそも協議会のような新たな組織をつくるという、現

状の大竹は単位自治会でやっているということになると、大竹の場合とちょっと事例が違

うのかなというふうに思いました。他市の事例もいろいろ見てみたんですが、その多くは

ほとんど単位自治会ということではなく、小学校区あるいは中学校区単位で協議会をつく

ると。東広島のように40というのは少なくて、10とか20の単位協議会に分けて、そこへ職

員を行かせているというふうな形です。となると、地区担当制というのは地域協議会、ま

ちづくり協議会セットで検討すべきだろうと思います。そうしたとき、大竹市の場合、協

議会をつくるということを改めて考えてみたんですが、そういう必要性も必然性も現在の

ところないというふうに考えておりますので、現在のところは地区担当制を取り入れる考

えというのは持っておりません。 

  以上でございます。 

○議長（児玉朋也） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（橋村哲也） それでは、私のほうから公民館の件について御説明させてい

ただきます。 

  まず１点、最初の御都合主義だということを言われましたけども、再編に当たってはで

すね、先ほど市長申し上げましたように、社会教育施設の再編は施設の老朽化が進んで、

今から更新・改修につながってくると。それはこれから予想される社会情勢の中で、人的、

財政的資源の可能な範囲でどのようにしていくかと、またはどのように機能が失われない

ようにやっていくかということで考えていったことです。 

  小方公民館がイの一番になったというのはですね、先ほど市長申し上げましたように、

道路の問題というのが一番の理由です。道路もですね、やはり大竹市民の皆さんが何年も

前から早期解決、早期の着工、また早期の完成を願いまして進めたもので、小方公民館が

あるから道路ができないんだいうことはいけませんので、これをイの一番に挙げたという

ことで整理をしています。 

  これがまず１点目なんですが、もう１点の自治会の皆さん、小方の自治会の皆さんが小

方の公民館を集会所として活用している。それに対して建設費を小方地区がいただくはず

だったというか、小方のほうに使われるはずだったお金をですね、こちらに入れたという
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のは承知しております。そういうことがございまして、今、小方の３自治会と話を継続さ

せていただいています。それの中で、確かに大井議員と約束したように、20回でも30回で

も行きますよというふうにお話をしました。言われたとおりでございます。 

  ただ今も継続して小方自治会とは話を進めてますし、３自治会ですね。それと公民館を

利用されています各団体にもですね、今話をしに行ってます。スポーツ団体または研修室

のグループ、ここに今話をしてます。その中で、自治会のほうの１つの要望として、幾ら

でも行きますよという話をする、３回目、最後の話なんですけども、一応自治会としては、

残った研修室を集会所として使いたいんだと。私たちは使いたい。ただし、自治会が集会

所として管理するのは非常に難しいんだと。今いろいろ大井議員さんの話聞きまして、自

治会が大変なんだという話は聞きました。自治会のほうも同じことを言っておられました。 

  ですから、そこを管理してくれる人が欲しいんだと。そこがある程度見えてきて、どの

ように研修室、集会室部分を残る研修室を改修するか、そういうあたりは、まず市が案を

示してほしいんだ。それまでは来ても話すことはないよということで、今そのことをです

ね、自治会の宿題を預かったことを教育委員会だけでは回答出せませんので、市長部局の

皆さんと一緒にやっているところです。できるだけ早く回答を出さないといけないという

のはよくわかってますけども、未来にわたってどのように施設を使うかいうことを考えて

ますので、もう少し時間をください。 

  それともう１点、国との話の中、小方公民館の体育館部分を別の場所に建てるというの

は、確かにそういうお話があったとは聞いてますけれども、これは小方公民館の体育館を

建設する必要があって、なおかつ建築するのであれば、その相当する部分の補償費を出し

ましょうという話だったというふうに認識しています。ただ、小方公民館というのは、今

から三十数年前に考えられつくられた公民館です。そのときは、大竹市内は玖波地区、小

方地区、大竹地区、ここに公民館をつくろうということで最後にできたのが小方公民館だ

というふうに認識しています。ただ、あれからもう三十数年たちました。もしもですね、

もしもと言ったら申しわけないんですが、もし仮にそれが建設後５年くらいたったときで

あれば、即座に建ててくださいというような話に恐らくなっていたんじゃないかと思いま

す。 

  ただし、先ほど市長、皆さんに説明しますように、大竹の状況が大きく変わっています。

だから大井議員も言われましたが、今あるものがなくなることは大変不便なことです。そ

のことはよく私もわかっています。今あるものはなくなる、それは皆さんに不便をかける、

これはよくわかっていますが、今30年前の施設をですね、そこに再現さすことはできませ

ん。できませんというか、今からさらに20年、30年と有効に利用されることというのは、

なかなか想像できない。そのために社会教育施設の再編の計画、市の計画ですけども立案

したわけです。ですから、これからですね、しっかり皆さんに工夫をしてもらう、私もそ

のことを私たちもお願いしてまいりました。小方にはまだ旧中学校の体育館も小方学園の

体育館施設もありますし、研修室部分はそのままの形で残ります。そのあたりは、しっか

り我々もですね、私も工夫して、大井議員から言われたら、まだまだ丁寧ではないと思い

ますけれども、しっかり足を運んでまいりますんで、ぜひ理解してもらいたいというふう
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に思いますので、どうかよろしくお願いいたします。 

○議長（児玉朋也） 大井議員。 

○７番（大井 渉） いろいろ申し上げましたが、何と言いますか議論の中身に入ってない、

まだ入り口だと思います。また14日から始まる予算委員会で、この細かな資料も含めてい

ろんな質問もさせていただきたいと思いますし、お知恵もいただきたいと思っております。 

  ちょっとまちづくりという観点で、これ通告してないんですけど、建設部長さんおられ

るんで、ちょっと質問させていただきたいんですが、小方のまちづくりということで、こ

れはずっと前から言っておるんですけど、今、岩国大竹道路がですね、図面を国交省が描

いて、ガードから今度、山手側を今年度描いておるというふうに聞いたんですが、亀居城

の入り口に新しい家を建てるとか増築するときに、あそこが土砂警戒区域になっておるん

ですよね。そのときに、亀居公園は市の公園ですよね、あそこには擁壁はつくらないと増

築とか新しい建物が建てさせないよと言われたんですけど、その擁壁というのは誰がやる

んですか。市の公園、亀居公園の中に。わからなきゃいいんですが、わかれば教えてくだ

さい。ちょっと通告なしで申しわけないんですが。 

○議長（児玉朋也） 答えられますか。建設部長。 

○建設部長（大和伸明） 亀居公園の周辺に市の取りつけ道路ですね、岩国大竹道路の関係

でつけかえることになります。それに伴う工事は擁壁が伴うこともありますので、それは

国が市道のつけかえはやっていただくということになっております。そのほかの計画は今

のところ、はっきりしているのがございませんので、この程度でございます。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 大井議員。 

○７番（大井 渉） 一応終わりますけど、今のことについて詳しくまた予算委員会で質問

させてもらいますんで、よろしくお願いします。とにかく私は余り無理を言っておるとは

思わないんですけど、できないものはできない、難しいものは難しい、そういう説明責任

を果たしていただきたいということを私はきょうは申し上げたつもりです。それは、中に

個別では厳しく捉えた方もおられるかと思いますけど、難しいものは難しいんですから、

はっきり言って。できないものはできないという説明責任を果たしていただきたいとぜひ

お願いを申し上げまして、質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（児玉朋也） ８番、網谷議員から本日は欠席届が出されております。 

  続いて16番、山本孝三議員。 

〔16番 山本孝三 登壇〕 

○16番（山本孝三） しんがりを務めます山本でございます。よろしくお願いします。 

  私は３月予算議会に当たりまして３つのテーマについて、市長の見解なり執行部の皆さ

んの対応についてお伺いしたいと思います。 

  御承知のように、ことしは夏に参議院選挙が行われます。今、この３年間の第２次安倍

内閣の政治に対する国民的な大きな批判が高まっております。民主党初め共産党を含む野

党５党が絶対多数を誇る安倍自公政権に対しまして、何とかこれを少数に追い込むための

選挙協力を確認いたしまして、全国、北海道から熊本、四国、京都、各地で選挙協力の具
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体化が進みまして参議院選挙に向けての準備が進んでおります。 

  この野党５党の基本的な選挙協力の一致点は、戦争法に示される安倍政権の平和憲法９

条改定を明言して自衛権行使を行うと、こういう危険な政治に対する国民との協力のあか

しでもあります。今、平和を愛し、国民の暮らし優先の政治を求める大きな世論と運動が

広がっておることは御承知だと思いますけれども、安倍政権のこの３年間の功罪が厳しく

問われるであろう参議院選挙に向けて、私もまた平和と暮らし優先の政治を願い、その思

いを込めて質問させていただきます。 

  まず大竹市の財政状況について伺いますけれども、今議会に市長が平成28年度当初予算

の提案説明の中で、大竹市を含む現在の地方財政の動向は、税収が増加して国もまたその

ことを前提に盛りだくさんの施策を法制化もし、予算措置もしてくれて緩やかではあるけ

れども、財政運営にゆとりが出たというふうな印象を受ける説明でございました。 

  そこでお伺いするんですが、昨年26年度の大竹市の決算審査に当たりまして、いただき

ました大竹市の向こう５年間の財政推計を見る限り、今触れたような感じは見られませ

ん。率直にお伺いいたしますが、市の財政の動向を見る上で、本当に税収が期待どおりこ

れからもふえるのでしょうか。このことについて、そのふえる要素なり根拠なり、見通し

を含めて明らかにしていただきたいと思います。 

  ただ、入山市長が市政を担当されまして10年になりますけれども、この間、大願寺山造

成地に係る負債、大竹港開発にかかわる市の負債、これらは一定の返済を進めまして当時

よりかかなり負債額を減少していることは私も認めますけれども、そうはいってもやはり

大開発に伴う大願寺造成地の負債、大竹港を初めとする工業用水等の負債は依然として大

竹市の財政運営の上では大きな荷物になっていることは間違いありません。とりわけ大願

寺の造成地にかかわる負債は、現在どこまで減少して、いつの時期に完済できるのか、毎

年の一般会計を含む各会計の中で、どれだけの負担をして返済を行っているのか。このこ

とも私は市民の皆さんとともに、これからの市の財政運営の上で、こうした開発事業にか

かわる負債が多くの皆さん方の暮らし、営業、こういう行政分野に影を落としているとい

うことを冷静に見る必要があろうかと思います。 

  そこで、ただいま申し上げましたような大願寺造成地をめぐる負債の返済状況、いつの

時期に返済が完了するのか、毎年どれだけの借金返済のための支出を行っているのか、そ

の実態を冷静に見ながら、これからの財政運営についての行政展開にかかわっての問題を

見る必要があろうかと思います。 

  それで、大竹市の持つ今触れたようなことを見ながら、国の地方財政計画に触れてお伺

いをしたいのですが、国もまた地方財政は、緩やかではあるけれども上向きの傾向にある

と。各市町村地方財政の税収はふえるということを前提に安倍政権も平成26年、27年、新

年度28年に向けてのさまざまな政策を打ち出し、多種多様な交付税交付の項目も設けて、

市町村に対する行政に財政上の大きな影響を与えておりますけれども、そのことが全てよ

しと言えるのかどうか。このことにも一定の警戒を持ちながら吟味をしてみる必要がある

んではないかというふうに私は思っております。 

  27年度以来、地方財政計画の中で打ち出された今まで余り聞いたことのないようなこと
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が言われております。例えば産業競争力強化法という法律が制定されて、これに基づい

て、さらなる開発を進めると。しかも、この方向は地域の自治体とのしっかりした協議を

土台とするのではなくて、むしろ上からの計画の執行を求めると。こういう性格のものだ

という批判的な意見もあるようですが、大竹市にとってこの産業競争力強化法なるもの

は、今具体的に国・県との間で１つの事業展開を予定して協議をされておるというふうな

事例がありますかどうか、このことを１つ聞かせてください。 

  それからもう１つは、これも地方六団体からの非常に厳しい反対意見もあったようです

が、総務省は民間委託をさらに進めて、地方自治体がリストラを断行することを求めてお

る。しかも、その民間委託の進展ぐあいによって交付税の算定にも影響を与えるというふ

うな仕組みが導入されているというふうにも言われております。この中には、学校給食の

調理・運搬、学校用務員事務、本庁舎の清掃など16業種にわたって民間委託を促す。この

ことも地方六団体の中では、地方分権がうたわれ市町村の自主性が尊重されなければなら

ないこの時代に、上からの財政的な締めつけを含めて財政面から市町の対応を制約する

と。こういうことを28年度地方財政計画の中でうたっておるようですが、私の理解が間違

っておれば間違いだというふうにおっしゃっていただければ幸いです。 

  こうしたことで市長として、どのような受けとめ方をされておるか。さらに重要なのは

社会保障改悪のプログラムができ上がって、これから介護にしても国保にしても社会保障

全体のこれまでの制度がどんどん後退させられると。ひいては多くの皆さんの医療や介

護、教育、これにかかわって重大な負担増になると。こういうことが既に指摘されて大き

な問題になっておりますけれども、このこともやがては大竹市に重い課題としてのしかか

ってくるという心配もございます。これからの行財政運営に当たって、市長としてこうし

た国の財政制度方針を踏まえて、まさに口癖のようにおっしゃる大竹市に住んでよかっ

た。心安らぐ市民の皆さんのまちづくりを進めたい。この思いを具体的な施策の上に反映

していただく上でも、改めて市長のこれからの対応、基本的な姿勢を伺っておきたいと思

います。 

  それから２つ目の問題ですが、今貧困と格差が大きな社会問題になっています。ここで

取り上げたいのは、１つは非正規職員の待遇改善。これは全産業労働者の非正規と正規の

賃金の格差。これはすごい格差が出ておるようですね。労働省の調査でも正規と非正規の

賃金格差が月当たり10万円も違うと。年間120万違う。大竹市もこの本庁舎を含めて保育

所、小中学校、こういうところに働いておられるいわゆる非正規の職員の皆さんが140名

を超える方たちがおられるわけですが、これも３年勤務しようが５年勤務しようが10年勤

務しようが待遇はほとんど変わらない。今、安倍総理自身が同一労働同一賃金ということ

をおっしゃって、そういう格差をなくさにゃいかんというふうにおっしゃるんだけれど

も、実態は今言うような状況です。大竹市は、この非正規の職員の皆さんへの処遇をどう

改善してこられたのか。28年度、これからどのように対応なさろうとしているのかひとつ

お聞かせください。 

  それから、もう１つは子供たちの貧困、この問題が大きな政治問題、解決しなければな

らない課題となっておりますけれども、大竹市の保育料あるいは就学援助、こういった具
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体的な施策について、その実態をここで示していただいて、改善したという事項があれば、

それもあわせて説明をお願いしたいと思うんです。 

  幸い大竹市は、子供たちへの支援の大きな柱として乳幼児医療無料化制度を中学卒業ま

で拡大されました。これは大いに歓迎すべき入山市長の思い切った決断だと評価いたしま

すけれども、これもさらなる保護者の負担を解消すべく、また年齢の引き上げに向けての

さらなる努力をお願いし期待もしたいと思っております。 

  それから最後の問題ですが、介護保険のことについて質問させていただきます。私なり

の質問内容として言葉にするよりか、ここに非常にリアルで深刻な状況の報告がされてお

りますので、これを紹介して質問にかえたいと思うんですが、今、介護をめぐる事件が連

日のようにニュースになっています。家族が介護疲れから殺人に至る事件は、警察庁が統

計を取り始めた2007年から2014年の間に未遂を含め373件起きています。年平均46件、８

日に１回の割合です。介護を苦にした自殺・無理心中は同じ８年間で2,272人にも上りま

す。介護のため家族が仕事をやめる介護離職は年間約10万人で推移しており、企業活動の

妨げにまでなっています。なぜこんな事件が起こるのでしょう。 

  介護保険は要支援・要介護認定者約615万人のうち半分以上が在宅介護サービスの利用

者です。介護保険は、介護の社会化をうたって創設されましたが、実際は家族介護を前提

に設計されています。要介護度ごとにサービス上限が定められ、上限を超えれば全額自費

負担です。ある介護家族がフルタイムで働くため認知症の親を週６日デイサービスに通わ

せ、ショートステイも利用したら１割負担と自費で十数万円かかったと言います。利用料

の１、２割負担には軽減措置がなく利用を抑制しています。要介護認定を受けた人の２割

がサービスを利用していません。施設サービスが足りず、特養ホームは52万人が待機、介

護に疲れ切っている家族は預かってくれるだけでもありがたいという心境になり、劣悪な

条件のお泊り例や無届け介護ハウスがふえているのです。介護保険制度の改悪もありまし

た。歴代政府は、介護サービス削減と負担増を国民に押しつけてきました。介護報酬を引

き下げて職員の労働条件を悪化させ人材不足を招きました。 

  安倍内閣は、一昨年成立させた医療介護総合法で要支援１、２の訪問介護と通所介護を

保険給付から外し自治体事業に移しました。同事業では、無資格者やボランティアが担い

手となります。さらに要介護１、２のサービスを保険から外す改悪に着手し、来年の通常

国会に法案を提出しようと計画しています。軽度者が専門的なケアを受けられなくなると

重度化が一気に進み、保険給付費はかえって増加するでしょう。 

  一方、諸外国は逆の動きをしています。日本がお手本にしたドイツの介護保険は、中重

度者が対象の３段階でしたが、2017年から軽度者に拡大する法律が成立しました。韓国も

中重度以上の３段階だったのが、既に昨年から軽度者を含む５段階に広げています。安倍

政権は、こうした諸外国の流れに背を向け中重度に特化しようとしていますというふうな

報告、これは立命館大学産業社会学部教授の芝田英昭さんがまとめられた介護保険に関す

る詳論です。 

  それで、今のような実態を踏まえて、大竹市は昨年国の制度改正に伴って要支援１につ

いては２年間の猶予を置いて重度化しないような受け皿をつくると。その２年間の猶予期
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間の間に必要な施設なり、あるいは組織なり整えるということでしたが、現在そこのとこ

ろはどういうふうな状況になっておるのか、取り組みの現状を聞かせていただきたいと思

います。 

  それからあわせて、最近、安倍総理も特別養護老人ホームに52万人もの待機者がおられ

るという実態を踏まえて特養の増設を言明されました。これは今までは何か国や県の許可

権のもとで市町がやろうとしてもなかなか実現は難しいという制約もあったんですが、安

倍総理自身がそういうことを言明されるということになれば、具体的に市町における特別

老人ホームなどの増設は、これまでよりか実現がみやすいんじゃないかと思うんですが、

大竹市も高齢化が進んで介護を受ける人も減少することはない、ふえるのみである。そう

いう状況ですから施設の整備拡充も必要と思いますけれども、このことについてもあわせ

て市長の見解、担当者の御意見を聞かせていただきたいと思います。 

  登壇しての質問は以上ですが、よろしくお願いいたします。 

○議長（児玉朋也） 一般質問及び総括質疑の途中ですが、議事の都合により暫時休憩しま

す。 

  再開は午後１時を予定しております。お願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１２時００分 休憩 

１３時００分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（児玉朋也） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  一般質問及び総括質疑を続行します。 

  山本議員の質問に対する答弁から再開いたします。市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 山本議員におかれましては、制度変更に伴い弱い立場にある方が不利

益にならないよう常日ごろから気にかけていただいております。ありがとうございます。

また、本市の財政状況につきましても総括質疑をいただきました。財政規律を守りながら、

今しなければならないことは何かをしっかりと考えながら、今後も財政運営をしてまいり

たいというふうに思います。まずは準備しております原稿に従いまして答弁させていただ

きます。答弁漏れにつきましては、後ほど担当部長から答弁させていただきます。 

  それでは、山本議員の御質問にお答えいたします。 

  １点目の本市の財政状況と国の地方財政計画に関する御質問にお答えいたします。 

  まず本市の財政状況でございますが、平成28年度当初予算の歳入では、市民税は法人市

民税の増加を見込み、市税全体で前年度比約２％の増と見込んでおります。歳出は前年度

と同程度の一般財源が見込まれることを前提に計上しております。土地開発公社を含めた

臨時財政対策債を除く全会計の地方債の残高は、平成28年度末で319億円と見込んでおり、

10年前の平成18年度末の453億円から比較すると134億円減少する見込みでございます。公

債費は、平成28年度にピークを迎え、平成の初期から行ってきた大規模事業のために発行

した地方債の償還も順に終わってまいります。景気の回復傾向による市民税の増加や工場
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等設置奨励事業の終了などの効果もあり、平成26年度に続いて平成27年度の決算において

も財政調整基金の取り崩しをしない見込みとなっております。 

  平成29年度以降の見通しでございますが、ごみ処理広域化事業などの大型事業、老朽化

の進む社会教育施設や道路・橋梁などについても更新費用がかさんでくることが予想され

ますので、更新コストを下げる努力や財源の確保に努め、さらなる地方債の圧縮に取り組

んでまいりたいと思います。また、ふえ続ける社会保障費に対しても将来を見越した行財

政システムの改善や基金の積み増しなど、しっかりした備えをしていきたいと思っており

ます。 

  次に国の地方財政計画の状況でございますが、平成28年度は前年度に引き続き地方みず

からが自主性・主体性を最大限に発揮して地方創生に取り組むことができるよう地方財政

計画の歳出に需要額が盛り込まれております。この需要額については、今のところ国の総

合戦略期間の平成31年度までは継続される見通しとなっております。 

  歳入でございますが、地方交付税については、リーマンショック後の対応モードから平

時モードへの切りかえにより特別枠は廃止となりましたが、原資となる法定定率分の伸び

により出口ベースでは0.3％の微減でございました。財源不足分の臨時財政対策債につき

ましては大幅な減となりましたが、景気の回復基調により地方全体の税収が伸びる見込み

から、一般財源総額はほぼ前年度と同額の見込みとなっております。また、国の財政状況

が厳しくなる中で、民間委託などの進む地方自治体を基準とし需要額を算定するトップラ

ンナー方式の導入も決まり、地方財政計画全体の需要額引き締めも示されています。この

トップランナー方式では、既に多くの業務で民間委託を進めている本市においても需要額

の切り下げとなるため平成28年度以降、段階的にマイナスの影響が出るものと思われます。

国の動向や経済状況など不安要素も多く楽観視できない状況は続いておりますが、安定し

た財政運営を続けるためには、歳出の抑制だけでなく一定の人口維持のための施策も必要

でございます。平成28年度は、いよいよ大竹市まち・ひと・しごと創生総合戦略に本格的

に取り組んでまいります。すぐには効果を実感できない事業もあるとは思いますが、市民

の皆様方が少しずつでもこのまちが発展していくことで、夢や希望を持てるよう一歩一歩

確実に進めてまいりたいと考えております。 

  続いて２点目の貧困と格差社会への市の取り組みについての御質問にお答えいたします。

教育の取り組みについては、後ほど教育長からお答えいたします。 

  まず非正規職員の処遇改善についてお答えいたします。本市における任期の定めのない

臨時・非常勤職員の賃金や報酬の水準その他の勤務条件については、基本的に県内他市の

水準を参考に定めているところでございます。これまでも臨時職員については、忌引休暇

の付与や通勤費の支給、非常勤である嘱託職員については、職種や経験年数に応じた報酬

体系の確立などの処遇改善を行ってまいりました。来年度に向けての新たな改善措置とし

ては、より一層の人材の確保を図るため、臨時保育士の日額賃金を引き上げるとともに、

通勤費を通勤距離に応じて引き上げることといたしました。臨時・非常勤職員には、多様

化する行政需要に対応するため、一定の役割を担ってもらっていると認識しています。今

後とも一人一人の能力をしっかりと発揮してもらえるような勤務条件の設定に努めてまい
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りたいと考えております。 

  次に本市の保育料の状況についてお答えいたします。現在の保育料については、山本議

員も御承知のとおり、平成27年度４月からの子ども・子育て支援新制度の開始に合わせて

見直しを行っております。見直しに当たっては、これまでの保育料が相体的に所得の低い

階層の負担が大きいということもございましたので、この点を解消するため近隣市町の状

況も参考にして負担額の累進性を高めることとし、低所得世帯の負担を相対的に低く、高

所得世帯の負担を高くいたしました。具体的に言いますとサラリーマンのおよその平均年

収と言われております年収400万円程度までの世帯につきまして負担額の引き下げを行い

ました。あわせて、国の保育料の年齢区分と同様に、３歳児の保育料区分を４、５歳児の

区分と統合したことで、３歳児の保育料については全ての階層において引き下げられてお

ります。平成28年度からの保育料については、年収360万円未満の多子世帯及びひとり親

世帯等に限り国による負担軽減策が示されており、本市も国の基準に合わせた見直しを行

うこととしております。概略を申し上げますと、多子世帯については、これまで小学校就

学前の子供に限り世帯の収入区分に応じた保育料を第１子は満額、第２子は半額、第３子

以降は無料となっていましたが、平成28年４月からは年収360万円未満の世帯につきまし

ては年齢制限が撤廃され、第１子が小学生以上の年齢であっても多子算定の対象に入るこ

ととなっております。また、母子・父子世帯、在宅障害児や在宅障害者のいる世帯、市町

村民税非課税世帯につきましては、年収360万円未満の世帯であれば現行の第１子の保育

料の1,000円減額措置に加えて、４月からはさらに減額保育料を半額に、第２子も現行の

半額から無料へといった変更を行うこととしています。 

  最後に介護保険制度の改正後の取り組みについてお答えいたします。 

  １点目の介護予防、日常生活支援総合事業、いわゆる総合事業の開始に向けた要支援認

定者への対応についてでございます。平成28年度から総合事業が開始され、今後平成29年

４月１日までの間に全ての市町村が総合事業に移行しなければならないことになっており

ます。総合事業の開始後は、要支援１及び要支援２の認定を受けている方は、予防給付に

よる訪問介護及び通所介護が受けられなくなり、市町村が行う事業を受けることになりま

す。この市町村が行う事業の中に、住民全体で行う訪問サービスや通所サービスなどがあ

りますので、順次ボランティア団体等が行っているサロンや自治会などへの働きかけを行

っております。しかしながら、平成28年度末までに全ての準備を整えることは難しい状況

ですので、総合事業が開始された後も、常にこうした働きかけは継続して行っていかなけ

ればならないと考えております。一方で、総合事業開始後も要支援認定を受けた方がこれ

までと同様の訪問サービスや通所サービスを受けることも制度的には可能ですので、現在

はそうした仕組みづくりのための準備作業を行っているところでございます。 

  次に２点目の軽度認定者の掃除や調理などの援助を介護保険の対象から外すとの動きに

ついてでございます。この見直し案は厚生労働省の諮問機関である社会保障審議会におい

て、制度の持続可能性の確保に向けた議論の中で取り上げられているものでございます。

まだ議論が始まったばかりですので、どのような結論になるかわかりませんが、今後も国

の動向を注視しながら、どのサービスの充実を図ればよいのか、あるいは家事援助サービ
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スなど介護保険外のサービスの普及を目指す必要があるのかなどを見きわめていきたいと

考えております。 

  最後に３点目の入所施設の拡充の取り組みについてでございます。昨年11月に１億総活

躍国民会議におきまして、１億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策が取りま

とめられ、2020年代初頭までに特別養護老人ホームなど12万人分の施設を前倒しし、上乗

せ整備する方針が掲げられました。議員も御承知のとおり、施設等の整備に当たっては市

の介護保険事業に整備目標量を定めておく必要があります。厚生労働省はこのたびの緊急

対策により現在の第６期計画の変更を求めるのではないかとの見解を示しており、現実的

には平成30年度からの第７期計画において具体的な整備目標を掲げることになろうと考え

ております。しかし、議員御承知のとおり、施設の増加は介護保険料を押し上げることに

もつながりますので、国の財政支援の内容を見計らいながら、保険料水準とのバランスを

考慮し検討する必要もございます。現在第６期計画に基づき平成29年度中の開設を目指し

て、認知症高齢者グループホームなどの公募を行っております。 

  また、昨年５月と本年３月には、これまで本市になかった住宅型有料老人ホームが相次

いで設置されましたが、このように多様な入居施設がふえることは、被保険者の選択の幅

が広がるものと期待しております。第７期計画の策定時には、こうした民間の動きにも注

目しながら、整備すべき施設の種類及び入所定員数などの検討を行っていきたいと考えて

おります。 

  以上で山本議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（児玉朋也） 教育長。 

〔教育長 大石 泰 登壇〕 

○教育長（大石 泰） それでは、山本議員の子供たちへの支援充実、就学援助制度につい

ての御質問にお答えいたします。 

  次世代を担う子供たちが生まれ育った環境に左右されることなく、健やかに育ち意欲あ

ふれる自立した人間へと成長することは共通の願いであり、経済的な理由により教育を受

ける権利が阻害されることがあってはならないと考えております。本市においては、経済

的理由で就学することが困難な児童や生徒の保護者に対して必要な援助を行っているとこ

ろであり、その割合は年々増加しており現在約18％となっております。その内容でござい

ますが、給食費、医療費、修学旅行費については実費を、学用品費と校外活動費について

は支給額の上限を決めて援助を行っております。 

  なお、平成25年度に国が生活保護基準の見直しをしたことにより、これまで援助を受け

ていた人に不利益が出ないように大竹市就学援助費支給要綱を改正したところでございま

す。今後も就学援助制度の積極的な周知に努めるとともに、経済的に困窮している児童生

徒に対して必要な援助を行ってまいりたいと考えております。 

  以上で山本議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（児玉朋也） 総務部長。 

○総務部長（政岡 修） それでは若干の補足説明をさせていただきます。 

  当初予算案の市長説明の際に財政見通しとしまして平成28年度以降ゆとりがあると、そ



（28．３．11) 

 

－131－ 

 

 

のような感じの説明があったというふうに申されましたが、私どもとしては、そのような

説明をしたとは認識しておりません。平成28年度の地財計画の状況と当初予算案の状況に

ついて説明をさせていただいたものでございます。将来的な見通しとしましては、引き続

き厳しい見通しを持っております。財政規律を保ちながらの行政運営を心がけてまいりま

す。それと大願寺の関係の地方債の関係でございますが、市債の残高は一般会計と土地造

成会計合わせまして約98億円でございます。償還見通しとしましては、これまで償還スキ

ームとして説明させていただきました土地造成会計については、平成43年までというめど

につきましては現在のところ変更しておりません。一般会計につきましては、平成27年度

に最後の借り入れを行っておりますので、この30年後、平成57年度にこれが終了する見込

みでございます。 

  それと、先ほど市長の答弁の訂正を１点お願いさせていただきたいと思います。非正規

職員の処遇改善の際の答弁で、任期の定めのない臨時・非常勤職員と申し上げましたが、

臨時・非常勤職員にあっては全て任期がございますので、任期の定めのあるというふうに

訂正をさせていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（児玉朋也） 産業振興課長。 

○産業振興課長併任農業委員会事務局長（中川英也） 産業競争力強化法についてお尋ねが

あったと思います。まず大竹市の取り組みでございますけれども、平成27年、昨年の５月

20日付で大竹市創業支援事業計画なるものを国の産業競争力強化法に基づいて認定を受け

たところでございます。構成団体でございますけれども、商工会議所、公益財団法人広島

産業振興機構、市内の各金融機関、そして日本政策金融公庫、それと大竹市で構成してお

ります。新たに創業されて１年後に開業が存続している事業者の方は約３割というふうに

言われておりますので、それをいかに引き下げていくかということで市内における創業者

の相談等がありましたら、こういった各機関で連携して創業を支援していこうというもの

でございます。ことしの２月に第１回の大竹市におきまして、創業支援事業計画創業支援

事業者連絡会を開催し、各関係機関の現状での取り組み状況、情報交換会を行ったところ

でございます。 

  それから、広島県との連携についてもお尋ねがあったと思いますけれども、広島県にお

きましては、オール広島創業支援ネットワークというものを立ち上げておられます。その

構成メンバーですけれども、県と市長会、町村会の会長、経済団体として県の商工会議所

連合会、県の商工会連合会、県の中小企業団体中央会、そして県内に本店を置く各金融機

関、それと支援機関として県の信用保証協会、公益財団広島産業振興機構というもので、

県内の各市町100％が大竹市と同じように創業支援事業計画というものを定めましたので、

それを機会に県においても各機関が連携して創業者の支援を行っていこうというような取

り組みを今やっておられるところでございます。これが産業競争力強化法に基づく県・市

の取り組みの状況です。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（正木 治） 先ほどの市長の答弁の訂正をお願いしたいと
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思います。介護保険制度の改正後の取り組みの答弁の中で、平成28年度から総合事業が開

始されというふうに申し上げましたけれども、平成27年度からでございます。訂正させて

いただきます。 

○議長（児玉朋也） 16番、山本議員。 

○16番（山本孝三） 財政問題について重ねてお伺いするんですが、今答弁を聞いた限りで

は、大願寺の造成地にかかわるいわゆる借金ですね、これが残高が98億円ある。それで土

地造成特別会計の関係で、返済が終わるのが平成43年までかかると。それから、一般会計

で言えば平成57年までかかると、こういうことですか、確認しておきたい。 

  それで、そういうことの中身として、私が気にしているのは、あの造成地は約半分が学

校用地になりまして、この学校施設の用地は小方小学校・中学校の跡地と等価交換という

ふうな処理がされておるというふうに理解しておりますが間違いないですか。 

  そうなると学校の跡地をともに利用するとすれば、あそこは学校用地は原価計算すれば、

簿価ですね。28億円というふうに記憶してるんですが、小学校・中学校跡地を含めて28億

円の返済をどうするかということになれば、そのまま分譲住宅で売るか、あるいは高層マ

ンションを建てて不動産会社に売るかということになるんですが、そういうことを含めて

年限として今おっしゃったんですか。 

  それで、大願寺の負債の処理に当たっては非常にわかりにくいですね。市の財政推計あ

るいは将来負担比率の計算の上でも一体どういう評価をして、どういうふうな処理を年々

具体的にやるんかということがいまだに私にはよくわからんのですがね。その辺のことを

含めてこの際もう少しわかりやすい説明なり、これからの対応について、新たに小方小学

校・中学校の跡地を処分するにしても、それなりに商品として市場へ出すためには、それ

なりのまた投資が要りますよね。そういうことも含めて、財政的には私はなお市のこれか

らの財政運営上、大きな荷物言うたらおかしいが、重い役割荷物として背負っていかない

かんということになると思うんで、今言いましたことについて、もう少し詳しく話を聞か

せてもらいたいです。 

  それから、国の地方財政計画の中でトップランナー方式という聞きなれん言葉があるん

ですが、これは具体的にはどういうことなんですか。登壇して質問した際に、民間委託を

強力に進めるということが国からの指導で各市町に対して要請されると。その度合いによ

って交付税の算定も左右するというようなことまで言われておるように聞くんですが、大

竹市の場合、民間委託を今一体どれだけやって、対象となるのがどれだけ残っとるんです

か。むやみに民間委託して経費を削減しリストラを進めりゃええいうもんじゃありません

からね。もちろんその都度、執行部のほうで民間委託をすべき事柄については議会にも諮

られるから１件ずつ審議の対象にはなるんですが、国が言うほど大竹市は民間委託がおく

れとるんですか。そんなことはないと思うんですが。国のほうが言ってるのは、16項目あ

ると。これの進捗ぐあいによって交付税を少のうしたり多くしたりする算定の基準にする

ようなことを言われるとすると、かなりまた財政的な影響を受けざるを得んのじゃないか

と思うんですが、そういった意味で、決して地方自治体の税収がふえるというふうなこと

での前提で、あれこれ打ち出される国の地方財政計画と市のやろうとしている必要な事業
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との関係で言えば、むしろ難しくなるんじゃないかと思うんですがね。 

  それで、登壇した際に申し上げましたが、大竹市の税収がふえるとかいうようなことで

の楽観はしてないとおっしゃるんですが、しかし、今年度予算をざっと見ても市長の思い

がかなり反映されとる施策も含めて新規事業がかなりありますよね。16件あるんですね、

新規事業が。この中には国との関係、県との関係での財政援助を受けながらやる新規事業

もありますが、大竹市単独のものがほとんどなんです。さらに加えて言うなら、これまで

の事業をさらに拡充・発展させるというものが６事業ありますよね。この実施に伴う財源

というのもかなりのものになりますよね。そういうことが今後、維持されてより市民の皆

さんに親しまれ、恩恵を受けることになれば幸いであると思いますし、さらにこれに関連

して質問しました社会福祉法の問題だとか子供支援の対策の問題だとかが伴いますし、大

いに市の財政運営に当たっての取り組み方というのは、むしろ今までよりかさらに柔軟性

を持ちながらも厳しさを加えられると、こういうふうに私は思うんですが、そのようなこ

とを含めてもう一度御答弁お願いします。 

○議長（児玉朋也） 総務部長。 

○総務部長（政岡 修） 先ほど説明しました大願寺の関係の償還スキームでございますが、

御指摘のとおり、学校用地の跡地についての処分というものを含んでのものでございます。

償還スキームにつきましては、今28億円ということでございましたが、実際の評価に近い

もので23億だったと思うんですが、現在はスキームを想定を。22億円程度で予定をしてお

ります。このスキームの上では平成43年までで土地造成、一般会計につきましては57年度

ということで想定しております。仮に土地が売れなかったらということで、繰上償還等な

ければ土地造成会計47年ぐらいまでかかるのかなというふうに推計をしております。開発

に当たりまして事業化をすれば、その事業の道路であれば道路、公園であれば公園、いろ

いろあろうと思いますが、その事業のスキームの中でまた新たな一般会計の中で事業を行

うということになりますので、これは土地造成会計とは別の話になろうかと思います。 

  トップランナー方式でございますが、これは既に他市町村のモデルになるような先駆的

な取り組み、これが行われますよねっということで、そういうふうに委託化できてもでき

てなくても交付税に反映をさせますという制度でございます。16事業についてということ

で段階的に反映されるということで、当市におきましては平成28年度予算では約5,000万

円程度影響が出るのかなということで、これについては交付税の推計額を既に減じて対応

しております。 

  新規事業につきましては、このたび平成28年度事業におきましては、既存の事業の見直

しということでの財源の捻出ということに心がけました。それと税収の増等に助けられた

面、それと地方創生の関係で人口減少等特別対策事業費として１億4,000万円程度交付税

の増が見込まれる。これは一般財源ということになりますが、他に再編交付金の活用等将

来に大きな禍根が残らないようにという予算編成をしてまいったところでございます。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 16番、山本議員。 

○16番（山本孝三） 大竹市はトップランナー方式の導入によってトップランナーの位置に
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あるんですか。今の私が関連して質問した民間委託ですね、これはあと何が対象になって

どういう事業が残っとるんですか。そのこともちょっと明らかにしてもらいたいです。 

  それから中川課長にさっきいろいろ話を伺ったんですが、今課長が説明された中で、大

竹市は既に昨年５月20日に総合支援事業を計画して、ことしの２月に連絡会まで開いたと

いうふうな話でしたが、この事業計画の中身はどういうもんですか。それを説明してもら

いたい。 

  それで、政岡部長がおっしゃった、私は大願寺の学校用地に充てた土地は、原価計算す

れば28億か27億という記憶があるんです。22億、23億というのは実勢価格でそういうこと

ですか。私の記憶と５億余りの差があるんですが、どういう理解したらいいんですか。 

○議長（児玉朋也） 総務部長。 

○総務部長（政岡 修） トップランナー方式ということでございますが、具体的に算定式

が現在示されておりません。交付税の算定の中にいろんな基礎数値があったりということ

になるんですが、包括算定経費ということで、基礎数値を持たず、人口からがさっと評価

されるところでございます。これが約5,000万円、6.5％減額されるという方針が示されて

おりますので、当市におきましてはこの相当金額が約5,000万円になりますので、5,000万

円程度ここに影響が出るかなということで推計をしたということでございます。これを委

託したからこれだけ減りますということではなく、包括的に先に交付税が減少させられる

ということでございます。 

  大竹市がトップランナーかどうかということですが、他市の状況を詳しく調べておりま

せんけれど、大竹市において積極的に財政規律を保つために、これまでも委託化をしてき

ておりますので、さらにこれから委託するということは非常に厳しいというものに、そう

いうふうに認識しておるというのは、先ほど市長が答弁させていただいたとおりでござい

ます。 

  大願寺の関係、小方小中学校の用地でございますが、これは償還のスキームということ

ですので、28億円という原価ではなく、より少しでも実勢価格に近いということで固定資

産税の評価の関係、仮評価から算定したものでございますので、これが現在の実勢価格か

といわれますと、これは明確には明らかにならない。ただ、現在持ち得る価格として一番

実勢に近いだろうと考えたのが固定資産の評価からのものでございます。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 産業振興課長。 

○産業振興課長併任農業委員会事務局長（中川英也） 大竹市の創業支援事業計画の中身に

ついて御説明をいたします。まず創業される希望者の方が大竹市が定めました計画、それ

に基づいていろいろとセミナーを受講していただいたり、それとか販路開拓の種子が見つ

かるようなセミナーに参加していただいたりですね、そうした際に、そういった課程が終

了しますと市のほうで証明書を発行いたします。そして、この証明書を受けることによっ

て法人登録をした場合の登録免許税の軽減とか、国が行います創業に関する補助金の対象

として認められたり、補償制度のほうに該当したり有利な制度を活用できるというような

メリットがございます。そして市のほうもワンストップ窓口を置いて、そして各これに連
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携する団体等と連絡等をとりながら、また各銀行さんのプロパーとしての創業支援のメニ

ュー等もございますので、そういったところも御紹介しながら、確実な創業を支援してい

こうという内容になっております。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。 

○16番（山本孝三） これからの財政運営に最たる判断、決定力を持たれるのは市長なんで

すが、地方財政が市税を含めて増収傾向にあると。そのことを前提に国も地方財政計画を

組んだと。大竹市も幸い前年度に比較すれば、わずかであるが２％増額だと。これが上向

き傾向で、向こう５年間でも続くんかどうかということの問いには、まだ答えてもらって

ないんですね。だから地方財政がより幾らかでも上向きになるとすれば、大竹市の場合、

その要素なり、その根拠はどういうことになるんだろうかということを登壇した際にお尋

ねしたんですが、そこんところはまだどなたも答えておられないので、一番行政の責任者

である市長のほうが財源の配分については必要度合いに応じて、その決定権を持っておら

れるんでね、一番これからの市の歳入の最たる分である市税の動向について気を配ってお

られようし、その見通しについてはそれなりの根拠を持って対応されるんだと思うんで、

市長のほうから上向きになる要素なり根拠について、どういうふうに見ておられるかちょ

っと聞かせてもらいたい。 

○議長（児玉朋也） 市民生活部長。 

○市民生活部長（青森 浩） それでは私のほうから、まず今議員がおっしゃられるのは当

初予算の話だと思います。予算の話の中でのそういう説明、若干ふえてるというのが現実

だと思います。あと本日の予算委員会の資料で、また将来の税収見込みとかも出ますので

それを見ていただければわかるんですが、まず一番大きな違いは27と28で言うと、決算見

込みで言うとトータルで若干減るという状況でございます。その一番大きな理由は、12月

補正だったですか法人税の補正をさせていただいております。ですから当初予算で比較す

ると28はふえるんですが、決算見込みで言いますと12月補正の法人の分が上がってきます

ので決算で言うと若干減るという状況でございますので、税務課としては決算というベー

スで言えば、ふえるという認識はしておりません。 

  以上でございます。 

○議長（児玉朋也） 市長。 

○市長（入山欣郎） 国及び大竹市のこれからの収入状況を考えるときに、議員御指摘のと

おり、大変厳しい状況にあることは覚悟しなければならないというふうに思います。日本

中の人口が減ってくる中で、そんなに急速に産業活動が活性化されて法人税等が、そんな

に上がるということは難しいところはございます。ただ、大竹市の場合は近い将来の近年

のところを見ますと、現在建設中及び建設計画があるところの企業の皆様方の投資計画で

いきますと、約400億円分の工事分が今建設中及び建設の計画が上がっているというとこ

ろの部分でのいわゆる固定資産税部分については、幾分期待できる部分があろうかという

ふうに思います。それと、大きな投資をされますと、それに付随して先日の原田議員の御

質問の御指摘のように、必ずメンテナンスがかかってまいります。それが３％というふう

に単純に弾かれておられましたが、多分経験から実践に近い数字なんだろうと思います。
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そうすると、今まで行われた1,000億の投資にさらに400億、その３％といいますと約42億

円ですか、これが大竹のまちの中に実際の仕事として動き始めるということで、そういう

意味で産業が底固めができる部分はあろうかと。これがさらに広がってサービス業、それ

からいわゆる物販の商店等に広がってくれることを期待しながら、またそこに勤める人た

ちがふえることによって住宅需要もふえ幅広く産業が大竹のまちで活性化することを期待

はいたしておりますが、そのことを実数として見込みながら全ての計画を立てるというこ

とではなくて、毎年度毎年度の財政規律はきちっとその年度の収入を図りながら、事業計

画を立てるということで議員の皆様方にも大変厳しい状況で、市民の皆様方に今ある計画

が先延ばしになることもあり得るわけでございますので、その辺は市民の皆さん方への周

知ということについては、ぜひ御協力をいただきたいというふうに考えております。 

○議長（児玉朋也） 16番、山本議員。 

○16番（山本孝三） わしの手元に去年審査した平成26年度の決算、委員会に提出された財

政推計と市税の収入見込み、これ平成32年まで５年間。ここに記載されてる数字の見込み、

これはほとんど変化がないというふうに受けとめておくべきですか。それとも、いやいや

国が言うように地方の税収がふえる傾向だと。アベノミクスによってより効果を上げて地

方の税収がふえるんだということになるのか。そのことをはっきりしないと、大竹市が今

抱えとるたくさんの後期総合計画に組み入れるべき事業だって大変な投資要るんですよね。

だから、その選択を誤ればまた負債がふえて市民が願っておられる心安らぐ住みよい大竹

が遠のくということになりかねんから、これからの財政運営というのは、よくよくそうい

う実態を踏まえた運営をしていく必要がありゃしないかということを私なりに思って質問

してるんでね、国は国でそりゃ都合のええことを言うかもわからんが、市は市としての今

の立ち位置の中で将来どうするかいうことをお互いに考えるべきなんであって、国が言う

けしょうがないよということじゃ、それこそまたぞろ市民に大きな負担をかけてみたり、

後世に大きな負債を残すことになりかねんというようなことを私なりに思うから、こうい

う質問をしてるんでね、政岡部長のほうから、昨年10月の決算委員会に提出された財政推

計、市税収入の向こう５カ年間の見込み、これは変わりますか。決算委員会に出た数字は、

大体こういう格好で推移するということになりますか。 

  それから、さっき質問した国のほうが民間委託やれやれと言うんじゃが、残る民間委託

の事業項目いうのは、大竹の場合どのぐらい残っとる。そんなないでしょ。どういうこと

を考えられるかまたどれだけの事業項目があるかということぐらいは聞かせてください。 

○議長（児玉朋也） 1つ目の質問は最後ですよ。今ので５回目です。総務部長。 

○総務部長（政岡 修） 財政推計でございますが、これまで説明させていただいてきてる

のは、財政推計は方向性を示すものだということで説明させていただいております。ただ

年度年度で、決算が終わればその数値について固まります。当初予算で、予算を組めば新

年度の28年度の収入等については固まってまいりますということでございます。平成27年

度の特に法人市民税の当初予算に比べて決算で増収傾向ということは、先日補正予算で提

案させていただいたとおりのことでございます。それをベースに考えますと、平成28年度

についての市税については、国の地財計画のとおり若干増加するという方向にあるという
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ことは想像できますので、当初予算でそのように推計をさせていただきました。 

  将来的に収入がどんどんふえていくということでの推計は、非常に難しいといいますか、

危険でございますので、以前から税収につきましては、なかなかそのふえていくことに見

込みは立てにくいですということ、これは繰り返し説明させてきていただいております。

今年度においても、今用意しております財政推計においても、将来的にどんどん市税が伸

びるというような推計はしておりません。先ほど一番初めに説明しましたように、財政見

通しは明るいということで、バラ色の方向性で我々は仕事をしておりません。非常に厳し

いという見通しを常に持ちながら、財政規律を保ちながら行政運営をしていく、このよう

な方向性を説明させていただいたところでございます。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 市長。 

○市長（入山欣郎） 民間委託のことについて、せっかくの機会ですので、私の考えも少し

述べさせていただきたいというふうに思います。 

  私は民間からこの世界に入ってきました。行政のありようと民間の企業のありようが違

うということで、全てが経済効果だけで民間委託にする。そのことについては非常に疑問

を感じているということ、以前の議会でも話をさせていただきました。行政は、効率だけ

を求めるのではなくて、きちっと市民の皆様方の幸せのために働くということで、効率を

度外視した部分も必ず必要だというふうに考えております。そういう意味で、全てのこと

を民間に委託していくという、ただただ効率的な経費を安くするためにそのことを行うと

いうことについては、私は慎重に扱うべきだというふうに考えているような次第でござい

ます。そういうことをぜひ御理解の上、今から国からかなり厳しいそういうことでのトッ

プランナー方式ということで交付税措置等が行われてくるという中でのバランス、そのこ

とのかじ取りの難しさを感じるわけでございますが、職員そして議員の皆様方としっかり

議論させていただき、そして考えながら物事を進めていく方向にしたいというふうに考え

ておりますので、ぜひこれからもよろしくお願い申し上げます。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。 

○16番（山本孝三） ２番目の質問に入ります。 

  ちょっとつまらんことかもわからんが、今の財政運営について二階堂市長から神尾市長、

豊田市長に至る３代の市長さん。入るをはかり出ずるを制するいうことを予算議会のたび

におっしゃってきた。入山市長が引き継がれた財政実態はちょっとほど遠い実態を踏まえ

て今日まで来られたんじゃないかと思うんで、入るをはかり出ずるを制するという言葉が

生きるようにひとつ鋭意頑張ってもらいたいと思います、余談ですが。 

  それで、２番目の貧困にあえぐ子供たちや日夜苦労なさっている非正規の家族の皆さん、

非正規の職員の皆さん、こういった生活実態に触れて質問させていただきます。 

  先ほど登壇して紹介しましたことに、もう少し実態的なことを私自身も認識を深める意

味で紹介を兼ねて話をしたいんですが、いわゆるこの３年間、非正規がふえて正規が減っ

てくると。労働人口そのものはふえていきよるんですね。ところがここ三、四年の従業者

の実質賃金はずっと減り続けとるんですね。それで国のほうは雇用を促すために、企業に
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対して奨励金とか助成金とかいう名目で１人当たり100万出すとか40万出すとかいう措置

を予算上はやってるんですね。これは民間企業だけの問題で、行政機関の場合の非正規の

皆さんには適用されるんですか。そのことをまず１つ説明いただいた上で質問するんです

が、処遇改善というのは具体的に言葉としては、通勤費を増額したとか多少賃金・手当に

ついて増額したとかおっしゃるんですが、これは決算委員会の資料を見ましても多種多様

でしてね、非正規の皆さんが職場を持って働いておられる状況というのは。保育士さんも

おられれば学校の支援員、あるいは用務員というふうな職におられる人もあると。それか

ら給食調理員さんもおられる、栄養指導員もおられる、特別教育支援員さんもおられる。

こういうのは多種多様です。具体的には処遇改善の中身と今言うような職種によって違い

があるんだろうと思うんですが、具体的に全部の職種について触れるわけにいかんかもわ

からんが、大まかにでもここんところはこういうふうにしたとか、こういう改善を図りま

したとかいうことをおっしゃってもらいたいんです。 

○議長（児玉朋也） 総務課長。 

○総務課長併任選挙管理委員会事務局長（米中和成） それでは、非正規職員さんの賃金等

のことですので、総務課のほうからお答えさせていただきます。 

  まず臨職員さんの賃金の決定というのは、これまでも御説明をしたかと思うんですが、

職種ごとに県内他市の水準を参考にして毎年度決定しているというのが状況でございます。

大体地方の公務ですんで似たような職種の方が県内の他の市にもいらっしゃいますので、

その職の賃金を参考にしながら毎年度決定をしていくということでございます。 

  あと嘱託職員さんにつきましては、今年度から御承知のように職種と経験年数に応じた

報酬月額を定めて決定しておるということでございます。具体的に来年度どのように処遇

改善を図ったのかということでございます。県内他市の状況を比較した場合、やはりうち

の保育士の賃金が低いという傾向にございました。来年度より一層の人材確保を図るとい

うことで臨時保育士さんにつきましては、現在の日額賃金を7,800円から300円引き上げて

8,100円にしたというところでございます。 

  あと、通勤費につきまして、これは全職種でございますが、全職種の臨時職員さんに対

して通勤距離が片道７キロメートル以上で通ってらっしゃる方、公共交通機関とか、ある

いは原動機つきの交通用具を使用する場合、現在１日200円の賃金を加算しておるところ

ですが、これを100円引き上げて１日300円にするというふうに改善を図っておるところで

ございます。 

  以上でございます。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。 

○16番（山本孝三） 最初言ったことが聞こえなかったんです。 

  国のほうがこういう雇用の拡大を進めるということで、企業に対して、それなりの１人

雇用すれば幾らというふうな助成金を支給するというような措置までとってるでしょう。

そういうようなことは、この地方公共団体等の臨職、パートとかいうことに当てはまらん

のかどうかいうことを聞いたんですが、それは該当せんわけ。そういうことですね。 

  それで、私は10年たってもえっと変わらんというようなことで、それなりの処遇の改善
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をもっと手厚くしたっていいんじゃないかというふうな思いでおるんですが、他市の例が

こうだああだというようなことをおっしゃるんで、なかなか踏み込んだ対応がしにくいん

かなというふうに察するんです。 

  それで、非正規の職員さんは、これは昨年27年度当初予算の段階ですが、28年度は減り

ますか、ふえますか。同じですか。どうなります。人員的にです。 

  それで、職種によっては、私は安倍総理がおっしゃるように同一労働同一賃金やいうよ

うなことを国会で大きな議論になってる現在、同一労働同一賃金という言葉の意味なり中

身をどう理解したらいいんかということに私戸惑いがあるんですが、どなたか、同一労働

同一賃金というのはこういうことだと、処遇の上ではこういうことになるんだということ

を説明できる方がおられると思うんですが、説明してもらえますか。どなたでも結構です。 

○議長（児玉朋也） 総務課長。 

○総務課長併任選挙管理委員会事務局長（米中和成） まず最初の非正規職員さんの数はど

うなんかということで、減ることはないというふうに思っております。急にふえるという

ことはないと思いますけど、今の状況で進んでいくんではないかというふうに思っており

ます。 

  それと同一労働同一賃金の話でございました。まさに山本議員がおっしゃるように私ど

もも、国においてどのような場合が同一労働とされるのかというのがちょっと私どもも全

く把握できてない状況ですので、どのような場合が想定されるのか非常に苦しい部分でご

ざいます。ただ、今の本市の状況でということでございましたら、臨時職員さんは現在、

臨時的・補助的な業務、あるいは嘱託職員さんは学識経験を要する業務を専門的に担当し

てもらってるということになりますので、いわゆる正規職員と全く同じ業務・職責を担っ

ているんではないんだというふうには考えております。同一労働同一賃金というのが非常

に今安倍首相とかおっしゃられてますので、マスコミのほうで出ておるんですが、制度の

設計の中で正規職員の給料に非正規職員を合わそうというときに、その引き上げる部分の

給与をどこが負担するのかと。そこだけでも考えると制度をどういうふうにしていくのか

非常に難しいと思います。非正規職員の給料の部分を今回引き上げるのか、あるいは経営

者がさらに賃金をかける部分を負担するのか、そこを考えるだけでも非常に制度設計とい

うのは難しい状況でございますので、国から示されるそういう制度に注視していきたいと

いうふうに思っております。 

  以上でございます。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。 

○16番（山本孝三） なかなか措置をするいうのは財政事情なり他市との関係をにらんで難

しいように感じるんですが、そこはやっぱり何年も勤めておられる方もありますし、職種

によっては、それなりの処遇改善をやっぱり考えてほしいということを重ねて申し上げて

おきます。 

  それで子供の支援の問題の１つに就学援助の問題についてお尋ねするんですが、大竹市

の場合どういう状況です。全国的には６人に１人就学援助を受けるような状況で、子供の

貧困、経済格差と合わせた教育面での影響が出ないようにということでの対応が急がれて
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おるわけですが、大竹の場合どういう状況ですか。 

  それで、私も最近、知り合いから悩みの１つとして話を聞いたんですが、この４月から

別居しとった家族が転入で大竹の小方ヶ丘の学校に入学すると、小学校と中学校と。小方

学園は制服ですから指定された制服を購入せないかん、かばんも買わないけん、靴も買わ

ないけんというふうなことで入学式に同じクラスの子供たちと晴れ姿を親や家族に見せる、

本人も誇らしい思いで入学するということを支度するのに２人おるから10万円以上かかる

んだと、こうおっしゃるんです。このことについて市の教育委員会として就学援助の拡充

なり、お考えありませんか。 

○議長（児玉朋也） 総務学事課長。 

○総務学事課長（野崎光弘） まず就学援助の状況ということなんですけども、先ほど教育

長が答えましたように、現在約18％の児童生徒に就学を援助しております。もう少し詳し

く述べますと、24年度小中合わせて17.5％、25年度も合わせて17.5％、26年度が17.8％と

いうことで大体同じような数値で推移しております。 

  それから、先ほど転入時に費用がかかるのだが、援助等拡充はないのかという御質問だ

ったと思うんですけれども、就学援助の援助品目は要保護児童生徒援助費補助金の費目の

中から決めております。その中に新入学の児童生徒学用品費はありますけれども、転入学

の費目はございませんで、他市町同様、本市におきましても支給していないのが現実でご

ざいます。ただ、転入時にも費用がかかるというは実情でしょうから、今後他市町の支給

の状況等も注視してまいりたいというふうに考えております。なお、各学校におきまして

は、制服を卒業生から譲り受けるというふうな対応をしているというふうにも聞いており

ますので、転入先の学校のほうへ御相談いただければというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。 

○16番（山本孝三） あんまり前向きで積極的なことになりそうにない話なんですが、しか

し、他市で住んでるところでは、大竹の場合は他市に比べてそんなにいいというほどでは

ないように私は数字を見て思っとるんです。 

  それで、生活保護世帯とのボーダーラインのところで倍率を1.2に大竹はしとるという

ふうに聞いとるんですが、あれはあなた、1.5とか1.8とかいうふうなところまで引き上げ

とるとこもありますよ。だから、そういう意味で言えば、もっと踏み込んで教育委員会な

り担当課のほうで、この就学援助についても考えてもらいたい。これは増加傾向にあるわ

けですから、増加しないように食いとめると同時に、そういう環境に置かれている子供た

ちへの援助はけびらんと、やっぱりしっかりした援助してほしいということを申し上げて

おきたいと思います。 

  それで、同じ経済状況によっては学童保育で受け入れてもらって世話になってる家庭の

児童もたくさんあろうと思うんですが、去年制度が変わりまして、小学校３年までが６年

までに拡大されましたが、大竹の場合、玖波、小方、大竹等学校区ごとにどういう状況で

すか。 

○議長（児玉朋也） 最後の答弁です。５回目。生涯学習課長。 
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○生涯学習課長（橋村哲也） ことし平成27年度、小学生全てを受け入れの対象といたした

ところです。大竹小学校については以前も御説明しましたように、全ての児童が入ってる

状態です。高学年も含めてです。玖波小学校については、建てかえを今行っていますので、

夏休みまでは高学年受け入れておりました。ただし、建てかえが始まると同時に、玖波中

学校に場所を移転しまして、ここは狭いもんですから小学校１年生から３年生については

全ての児童を受け入れてますが、高学年については受け入れをいたしておりません。小方

小学校については、やはりこれも低学年は全て受け入れてます。ただ、高学年については

大願寺山にたくさんの子供たちがいる。また、アクラスができたときにたくさんの子供た

ちがいる。そういうような形で高学年については特別な事情がある方、こういう方を受け

入れております。 

  ただ、児童クラブだけでは高学年の全ての受け入れはできておりませんけれども、その

かわりに放課後子ども教室というのがございます。これは放課後地域の人たちの力をかり

ながら子供たちの居場所をつくる、遊び場をつくるというような事業でございますが、小

方小学校にあっては、これを学校内にかめっこクラブという名前でつくりました。これは

９月からですけれども、そこには高学年児童21名が来ています。週に１回、木曜日の授業

が早く終わる時間帯にこれを設けました。 

  また、玖波小学校については学校内ではできませんけれども、玖波の公民館でバドミン

トンをしたりできるように、やはり木曜日に開設いたしています。また、地域人の方、玖

波の公民館の地域人という形で活躍されている皆さんのお力をかりて、ただ期間は一月と

短かったですけれども、子供たちを受け入れる事業を放課後子ども教室を展開しています。 

  全て児童クラブのかわりにはなりませんけれども、地域の力をかりながら子育て支援法

に基づいて地域及び行政を挙げて支援をいたしているところです。まだ不十分ではござい

ますけれども、以上のような状況です。 

○議長（児玉朋也） 市長。 

○市長（入山欣郎） 先ほど山本議員からの御質問の中で初代二階堂市長、神尾市長、豊田

市長、入るをはかり出ずるを制するということをいつもおっしゃられて、私自身もそのと

おりをさせていただいているということを改めて申し上げたいというふうに思います。 

  特別交付税につきましても２億円毎年増額になっておりますし、それから企業の皆様方

にも我慢していただいて投資されたときの補助金についても減額させていただいていると。 

  そして、行政というのはいつも入ったお金でしか支出ができないということは、入って

くることをはかり、そして出ずるを制するというこのバランスがいつも大切だということ、

このことをいつも頭に置いて行政運営しているということ、ぜひ御理解をいただきたいと

いうふうに思います。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。次の質問に移ってください。 

○16番（山本孝三） それでは介護保険の問題に移らせてもらいます。 

  登壇して非常にリアルな報告の一端を紹介させてもらいましたが、大竹の２年間猶予を

置いての支援１と２の方の対応をするいうことになっとるんですが、どこまでどういうよ

うに進んどるんですか。もっと具体的にわかりやすく聞かせてください。 
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  それから施設の問題も市長がおっしゃるように、施設を増設すれば保険料に影響があっ

て保険料の負担については、またさまざま異論もあるというようなことで、なかなか施設

の拡充・整備が進まんということで次期の、次期のいうたら６年先ですよ、６年先の計画

の中に位置づけるかどうかを検討すると、こうおっしゃるんですが、じゃ６年間も現状の

施設のままでいいのかどうかいうことについては、私は現行の計画の策定の過程でも随分

申し上げましたが、さらにこの５年間は手をつけんというふうにも聞こえるんですが、そ

の辺のことについて、もう一度実態を踏まえた将来の見通しなり必要性なり、どう感じて

おられるかあわせて答弁をお願いします。 

○議長（児玉朋也） 保険介護課長。 

○保険介護課長（佐伯隆文） 市長の答弁にもございましたように、ボランティア団体が行

ってるサロンや自治会への働きかけを今進めております、総合事業の関係でございます。

実際には今阿多田地区のほうで取り組みをしております。阿多田地区で暮らす高齢者の見

守りや集う場をどのようにして地域で築き上げるかをテーマとして、地区の関係者、地域

包括支援センター、社会福祉協議会及び行政が一緒になって検討を進めてまいっておりま

す。これにつきましては、26年度から始めておりますけども、27年度につきましては、地

域づくりによる介護予防事業、県の支援事業でございますけども、これの対象地区となっ

ておりまして、いきいき百歳体操やご当地体操などを取り入れた教室を継続して開催して

いくということで今取り組んでおります。このような取り組みを市内全域に広めていって、

総合事業を円滑に進めていければいいのではないかというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（児玉朋也） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（ ） 施設の整備についてでございます。次期計画

と申し上げますのは、現計画が平成27年度から平成29年度でございます。ですから平成30

年度からの計画に向けて、その中に反映させていきたいと、今の状況ではそういうことに

なるんだろうというふうに思っております。ですから今年度からも少しずつ準備に入ると

いうような形になろうかというふうには思っております。 

  総理の介護の施設の前倒しをするとか、あるいは医療と介護の関係のことから入院から

在宅へとかいうこともございますので、そういうような状況を踏まえて本格的になるのが

７期、30年度に向けてそのような情報を得ながら整備に向けて検討を進めてまいりたいと

いうふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 山本議員。 

○16番（山本孝三） 時間がないんで、はしょった質問になるんですが、けさも要支援１、

２の方が大竹市は２年間猶予を置くということですから、従来どおり介護保険給付がある

というふうに私は理解しとったんですが、けさ私に話をされた人は、今までヘルパーに来

てもらいよったんができなくなって、シルバーに頼むと月に２回、１回で2,500円要るん

ですと。１カ月5,000円負担してる。こういうような事態をなくしてほしいというのがそ

の人の思いなんです。そういうことを踏まえてひとつ頑張ってもらいたいと思うんで、そ
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のことをお願いして質問を終わります。長時間ありがとうございました。 

○議長（児玉朋也） 以上で一般質問及び総括質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております本11件につきましては、８名をもって構成する予算特別

委員会を設置し、これに付託の上、審査することにいたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 御異議なしと認めます。よってさよう決定いたしました。 

  ただいま設置されました予算特別委員会の委員の選任を行います。 

  予算特別委員会の委員に、委員会条例第７条第１項の規定により、議長において、２番、

末広和基議員、６番、和田芳弘議員、７番、大井 渉議員、８番、網谷芳孝議員、９番、

藤井 馨議員、10番、山崎年一議員、13番、寺岡公章議員、15番、田中実穂議員の８名を

指名いたします。 

  議事の都合により暫時休憩いたします。 

  なお再開は２時50分を予定しております。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１４時２６分 休憩 

１４時５０分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（児玉朋也） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１３～日程第２４〔一括上程〕 

  議案第１４号 大竹市職員の退職管理に関する条例の制定について 

  議案第１５号 あたたかあたた基金条例の制定について 

  議案第１６号 行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整理について 

  議案第１８号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について 

  議案第１９号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

  議案第２０号 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正について 

  議案第２１号 大竹市ふるさと創生事業基金条例の一部改正について 

  議案第３０号 大竹市火災予防条例の一部改正について 

  議案第３１号 大竹市と広島県との間における行政不服審査会事務の事務委託に関する 

         協議について 

  議案第３２号 広島市と大竹市との連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結に関する 

         協議について 

  議案第３５号 大竹市マロンの里の指定管理者の指定について 

  議案第３６号 平成27年度大竹市一般会計補正予算（第３号） 

○議長（児玉朋也） 日程第13、議案第14号大竹市職員の退職管理に関する条例の制定につ

いてから日程第24、議案第36号平成27年度大竹市一般会計補正予算（第３号）に至る12件

を一括議題といたします。 
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  本12件に関し委員長の報告を求めます。 

  総務文教委員長、原田 博議員。 

総務文教委員会議案審査報告書 

  平成28年３月２日、第１回定例会において本委員会に付託の議案は、審査の結果、下記

のとおり決定したので、会議規則第110条の規定により報告します。 

記 

議 案 番 号 件          名 審査の結果 

議案第14号 大竹市職員の退職管理に関する条例の制定について 原 案 可 決 

議案第15号 あたたかあたた基金条例の制定について 原 案 可 決 

議案第16号 行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整理について 原 案 可 決 

議案第18号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について 原 案 可 決 

議案第19号 
議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一

部改正について 
原 案 可 決 

議案第20号 
特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改

正について 
原 案 可 決 

議案第21号 大竹市ふるさと創生事業基金条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第30号 大竹市火災予防条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第31号 
大竹市と広島県との間における行政不服審査会事務の事

務委託に関する協議について 
原 案 可 決 

議案第32号 
広島市と大竹市との連携中枢都市圏形成に係る連携協約

の締結に関する協議について 
原 案 可 決 

議案第35号 大竹市マロンの里の指定管理者の指定について 原 案 可 決 

議案第36号 平成27年度大竹市一般会計補正予算（第３号） 原 案 可 決 

 

  平成28年３月２日 

  大竹市議会議長 児玉 朋也 様 

                           総務文教委員長 原田 博 
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〔総務文教委員長 原田 博議員 登壇〕 

○総務文教委員長（原田 博） 去る３月２日の本会議におきまして総務文教委員会に御付

託いただきました議案13件につきましては、同日委員会を開催し審査を行いましたので、

議案33号を除く12件についてその概要並びに結果について御報告申し上げます。 

  まず議案第14号大竹市職員の退職管理に関する条例の制定についてでございますが、本

件では、「営利企業等について、補足資料には営利企業及び営利企業以外の法人（国、地

方公共団体、独立行政法人等を除く。）とあるが、この営利企業等の範囲に入らないもの

は大竹市内では具体的にどういうところがあるのか伺う」との質疑に対し、「公務に密接

に関係する機関であり、身分が公務員または公務員に準ずる者である場合は除かれると考

えている」との答弁がございました。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第15号あたたかあたた基金条例の制定についてでございますが、本件で

は、「５年程度の先を見越して基金を造成するという話だったが、その額を2,000万円に

した根拠について伺う」との質疑に対し、「2,000万円については当面必要なものという

ことで考えている。また必要に応じて積み増し等も基金に対してできるということにして

おり、そういった取り扱いでまた考えていく」との答弁がございました。 

  次に、「このあたたかあたた基金は、長期にわたって基金運用し、阿多田住民の生活の

安定に資するという解釈もできるのか、それとも時限的なものなのか伺う」との質疑に対

し、「時限的な制度にはしていない。極論として、米軍の再編がなくなるときが来たとし

たら続けるかどうかの判断をするということはあり得る。この基金は安定して続けられる

よう造成するものであり、財源の確保についていろいろなチャンネルで努力して、この制

度をしっかり続けていきたいと考えている。いつまでかというしっかりした約束をするこ

とはできないが、よほどのことがない限り、やめるということは困難な事業だと考えてい

る」との答弁がございました。 

  他にも質疑はございましたが、本席では省略させていただきます。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第16号行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整理についてでござい

ますが、質疑、討論はともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決してお

ります。 

  続きまして議案第18号一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正についてでござい

ますが、質疑、討論はともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決してお

ります。 

  続きまして議案第19号議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正に

ついてでございますが、質疑、討論はともになく、簡易採決において異議がございました

ので、起立採決により原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第20号特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正につい
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てでございますが、質疑、討論はともになく、簡易採決において異議がございましたので、

起立採決により原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第21号大竹市ふるさと創生事業基金条例の一部改正についてでございま

すが、本件では、「これは条例の名前が変わるだけなのか、それとも中身に変更があった

のか伺う」との質疑に対し、「平成28年度に広島県が未来の地域づくり応援交付金という

制度をつくって大竹市に交付される予定である。地方創生事業ということで、県の目指す

ところと大竹市が目指すところ、まち・ひと・しごと創生総合戦略に合致するので、新し

い基金に衣がえをするものである」との答弁がございました。 

  他にも質疑はございましたが、本席では省略させていただきます。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第30号大竹市火災予防条例の一部改正についてでございますが、質疑、

討論はともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第31号大竹市と広島県との間における行政不服審査会事務の事務委託に

関する協議についてでございますが、質疑、討論はともになく、採決の結果、原案のとお

り可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第32号広島市と大竹市との連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結に

関する協議についてでございますが、本件では、「多岐にわたる取り組み事業に職員交流

研修というのがあるが、人事交流等も含まれるのか伺う」との質疑に対し、「人事交流に

ついては、現在消防の職員が広島市との交流を行っている。職員交流研修についても、23

市町の若手の職員等が集まって共通のテーマで研修をしたり、広島市が独自に持っている

研修所の研修を大竹市の職員も受講できるという取り組みを行っている。このような取り

組みを引き続きやっていく」との答弁がございました。 

  他にも質疑はございましたが、本席では省略させていただきます。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第35号大竹市マロンの里の指定管理者の指定についてでございますが、

質疑、討論はともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第36号平成27年度大竹市一般会計補正予算（第３号）でございますが、

本件では、「臨時福祉給付金はいつごろからどのようにして給付するのか伺う」との質疑

に対し、「４月上旬に対象世代に対して申請用紙を送付し、順次審査を行い６月上旬から

口座振込により支給していく」との答弁がございました。 

  次に、「地方創生加速化交付金2,400万円について、ＪＲの新駅の検討、小方地区の道

路の整備、小方まちづくり基本構想策定事業の３本の事業が組まれているが、いつごろ発

注するのか、工期はどの程度を見込んでいるのか伺う」との質疑に対し、「駅と道路とま

ちづくりの基本構想、これら３点は密接に絡み合った内容である。まちづくり絡みの話に

ついては、駅の位置と道路の配置がある程度固まってから議論が綿密になってくると思わ

れるため、時期としてはまず駅と道路を４月、５月ころを目指して発注していきたい。道
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路と駅については来年度に、まちづくり基本構想については、この交付金は単年度分であ

るが二、三年かけて構想を練っていくものと考えている」との答弁がございました。 

  次に、「地方創生加速化交付金2,400万円について、３つの事業の策定を委託するとい

うことであるが、小方小中学校跡地をどういうふうにするのか、駅はどうするのか、道路

のつけかえはどうするのか。事業の方向性はいつごろ示されるのか。岩国大竹道路に関す

る市道のつけかえと同時にこれらの事業を進めていかないと難しいのではないかと考える

が、事業の整合性について伺う」との質疑に対し、「岩国大竹道路の市道つけかえ道路の

計画はほぼ固まりつつある。これから小学校跡地等に市道の計画を入れていくとどうして

も時期的には整合性が合わない。しかし、国が設計している市道つけかえの法線は極力生

かしながら手戻りは少なくなるように、これから小学校跡地の市道の位置は入れていきた

い。また駅の位置が決まり駅前広場ができるとどうしても今のボックスの近辺で手戻りが

生じるのは以前からわかっている。まだ不確定要素がたくさんある状況の中では手戻りが

生じるのは覚悟の上だが、極力それが少なくなるように早目に道路設計についても検討し

ていきたい。小学校跡地利用については白紙状態ではなく、議会でも去年案が出ており、

市の内部でもある程度の案ができている。それらをもとにこれからまちづくりを検討して

いくため、具体的な絵をできるだけ来年度中には示したいと考えている」との答弁がござ

いました。 

  他にも質疑はございましたが、本席では省略させていただきます。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  以上で総務文教委員会に御付託いただきました議案13件のうち12件の審査報告を終わり

ます。 

○議長（児玉朋也） ただいまの委員長の報告に対し、これより一括質疑に入ります。質疑

はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

  これより一括討論に入ります。討論はありませんか。 

  10番、山崎議員。 

○10番（山崎年一） ただいま議題となっております議案第19号、20号、36号につきまして

みずからの意見を述べさせていただいて、態度を表明したい思います。 

  議案第19号でございますが、昨年12月に支給されました議員の期末手当を0.05カ月分さ

かのぼって支給し、今年度の期末手当の支給割合を変更しようとするものです。議案第20

号は、同じく昨年12月に支給されました市長、副市長、教育長らの特別職の期末手当を同

じく0.05カ月分さかのぼって支給し、今年度の期末手当の支給割合を変更しようとするも

のであります。これは公務員に対する人事院勧告を議員や特別職にも当てはめようとする

ものでありまして、人事院勧告は公務員に対してなされたものであると解釈しております。 

  なお、議案第36号は、議案第19号、20号に基づく予算でございまして、３議案は関連が

ありますので反対いたします。 
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  厚生労働省が２月８日に発表いたしました2015年の勤労統計調査によりますと、物価変

動を除いた実質賃金指数は2010年比で94.6％、前年比で0.9％減となっており、４年連続

で前年割れであります。働く人たちの賃金が伸び悩み、消費者物価の上昇に届いておらず、

国民の暮らしはますます深刻になっております。購買力の低下や経費が低迷する中で、マ

イナス金利の実施で景気が上向くどころか一層冷え込み、庶民の間では景気の先行き不安

から一層の節約志向が高まりつつあります。このような折、議員や市長ら特別職の期末手

当を昨年12月にさかのぼって増額支給するなど到底市民の理解は得られない。 

  以上の理由により反対いたします。 

○議長（児玉朋也） 他に討論はありませんか。 

  13番、寺岡議員。 

○13番（寺岡公章） 私は先ほどの委員長報告12件につきまして賛成の立場で意見を述べさ

せていただきます。 

  特に議案第19号、20号につきましては、これまで市議会の取り組みとしてイレギュラー

な判断をしたこともありますけども、市議会の現在の営み、現状におきまして額の上下関

係なく人事院勧告という物差しをしっかりと置いておいて、それに倣うことがよいのでは

ないかというふうに判断しております。それに基づいて議案第36号も合わせて賛成という

立場でございます。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 他に討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 討論なしと認めます。これをもって討論を終結いたします。 

  ただいま議題となっております本12件のうち議案第19号及び議案第20号、議案第36号を

除く９件を一括採決いたします。 

  本９件に関する委員長の報告は、いずれも原案可決であります。本９件は委員長の報告

のとおり決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 御異議なしと認めます。よって本９件は原案のとおり可決されました。 

  続いて議案第19号議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正につい

てを起立により採決いたします。 

  本件に対する委員長の報告は原案可決であります。本件は委員長の報告のとおり決する

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（児玉朋也） 起立多数と認めます。よって本件は原案のとおり可決されました。 

  続いて議案第20号特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正についてを

起立により採決いたします。 

  本件に対する委員長の報告は原案可決であります。本件は委員長の報告のとおり決する

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 
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○議長（児玉朋也） 起立多数と認めます。よって本件は原案のとおり可決されました。 

  続いて議案第36号平成27年度大竹市一般会計補正予算（第３号）を起立により採決いた

します。 

  本件に対する委員長の報告は原案可決であります。本件は委員長の報告のとおり決する

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（児玉朋也） 起立多数と認めます。よって本件は原案のとおり可決されました。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２５ 議案第３３号 大竹市三倉岳県立自然公園休憩所の指定管理者の指定につい 

              て 

○議長（児玉朋也） 日程第25、議案第33号大竹市三倉岳県立自然公園休憩所の指定管理者

の指定についてを議題といたします。 

  なお、本件につきましては、地方自治法第117条の規定により14番、原田議員には退席

を願っておりますので、御了承願います。 

  本件に関し副委員長の報告を求めます。 

  総務文教副委員長、山崎年一議員。 

総務文教委員会議案審査報告書 

  平成28年３月２日、第１回定例会において本委員会に付託の議案は、審査の結果、下記

のとおり決定したので、会議規則第110条の規定により報告します。 

記 

議 案 番 号 件          名 審査の結果 

議案第33号 
大竹市三倉岳県立自然公園休憩所の指定管理者の指定に

ついて 
原 案 可 決 

 

  平成28年３月２日 

  大竹市議会議長 児玉 朋也 様 

                           総務文教副委員長 山崎年一 

〔総務文教副委員長 山崎年一議員 登壇〕 

○総務文教副委員長（山崎年一）  去る３月２日の本会議におきまして総務文教委員会に

御付託いただきました議案13件のうち、議案第33号大竹市三倉岳県立自然公園休憩所の指

定管理者の指定については、大竹市議会委員会条例第17条の規定により、原田委員長の退

席後に審査を行いましたので、その概要並びに結果について副委員長より御報告申し上げ

ます。 

  本件では、質疑、討論はともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決し

ております。 

  以上で総務文教委員会に御付託いただきました議案第33号の審査報告を終わります。 

○議長（児玉朋也） ただいまの副委員長の報告に対し、これより質疑に入ります。質疑は
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ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 討論なしと認めます。これをもって討論を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第33号を採決いたします。 

  本件に関する副委員長の報告は原案可決であります。本件は副委員長の報告のとおり決

することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 御異議なしと認めます。よって本件は原案のとおり可決されました。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２６～日程第３７〔一括上程〕 

  議案第１７号 大竹市附属機関設置に関する条例の一部改正について 

  議案第２２号 大竹市保育の必要性の認定に関する条例の一部改正について 

  議案第２３号 大竹市乳幼児等医療費支給条例の一部改正について 

  議案第２４号 大竹市国民健康保険条例の一部改正について 

  議案第２５号 大竹市介護保険条例の一部改正について 

  議案第２６号 大竹市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基 

         準を定める条例及び大竹市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人 

         員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予 

         防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正に 

         ついて 

  議案第２７号 大竹市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支 

         援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める 

         条例の一部改正について 

  議案第２８号 大竹市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦 

         覧等の手続に関する条例の一部改正について 

  議案第２９号 大竹市水道条例の一部改正について 

  議案第３４号 大竹市弥栄周辺広場の指定管理者の指定について 

  議案第３７号 平成27年度大竹市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

  議案第３８号 平成27年度大竹市港湾施設管理受託特別会計補正予算（第１号） 

○議長（児玉朋也） 日程第26、議案第17号大竹市附属機関設置に関する条例の一部改正に

ついてから日程第37、議案第38号平成27年度大竹市港湾施設管理受託特別会計補正予算

（第１号）に至る12件を一括議題といたします。 

  本12件に関し委員長の報告を求めます。 

  生活環境委員長、細川雅子議員。 

生活環境委員会議案審査報告書 
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  平成28年３月２日、第１回定例会において本委員会に付託の議案は、審査の結果、下記

のとおり決定したので、会議規則第110条の規定により報告します。 

記 

議 案 番 号 件          名 審査の結果 

議案第17号 大竹市附属機関設置に関する条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第22号 
大竹市保育の必要性の認定に関する条例の一部改正につ

いて 
原 案 可 決 

議案第23号 大竹市乳幼児等医療費支給条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第24号 大竹市国民健康保険条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第25号 大竹市介護保険条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第26号 

大竹市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例及び大竹市指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

改正について 

原 案 可 決 

議案第27号 

大竹市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について 

原 案 可 決 

議案第28号 

大竹市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影

響調査結果の縦覧等の手続に関する条例の一部改正につ

いて 

原 案 可 決 

議案第29号 大竹市水道条例の一部改正について 原 案 可 決 

議案第34号 大竹市弥栄周辺広場の指定管理者の指定について 原 案 可 決 

議案第37号 
平成27年度大竹市国民健康保険特別会計補正予算 

（第１号） 
原 案 可 決 

議案第38号 
平成27年度大竹市港湾施設管理受託特別会計補正予算

（第１号） 
原 案 可 決 

  平成28年３月３日 

  大竹市議会議長 児玉 朋也 様 

                          生活環境委員長 細川 雅子 
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〔生活環境委員長 細川雅子議員 登壇〕 

○生活環境委員長（細川雅子） それでは２日の本会議におきまして生活環境委員会に御付

託をいただきました議案12件につきましては、３日に委員会を開催し審査を行いましたの

で、委員会での審査経過の概要並びに結果について御報告申し上げます。 

  議案第17号大竹市附属機関設置に関する条例の一部改正についてでございますが、本件

では、「この会議は、どういう頻度で開催を考えているのか」との質疑に対し、「開催に

ついては年２回を予定している」との答弁がございました。 

  次に、「年に２回程度の開催ではなく、もっと頻繁に開催し実りのある会にしていただ

きたい。考えを伺う」との質疑に対しまして、「子ども・子育て会議は、子ども・子育て

支援法に基づく法定の会議である。定期的な開催は年に２回ということで考えているが、

必要性が生じた場合は、この会議を活用し御意見を賜りたいと考えている」との答弁がご

ざいました。 

  次に、「委員には、子供たちと実際に会話をしている人を選び、また、子供を育ててい

る方の本音の部分を探るような集まりにしてもらいたい。考えを伺う」との質疑に対し、

「実りのある会になるように委員の人選にも努めていきたいと考えている」との答弁がご

ざいました。 

  他にも質疑がございましたが、本席では省略いたします。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第22号大竹市保育の必要性の認定に関する条例の一部改正についてでご

ざいますが、本件では質疑、討論ともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきもの

と決しております。 

  続きまして議案第23号大竹市乳幼児等医療費支給条例の一部改正についてでございます

が、本件では、「すばらしい制度であるが、７月１日からの施行である。４月１日から施

行できなかったのか伺う」との質疑に対しまして、「現状のシステムを中学生まで抽出す

るように変更する必要がある。平成28年度当初予算で契約しシステムを変更するため、４

月１日からの施行が難しい状況である」との答弁がございました。 

  次に、「乳幼児等医療費助成制度は、全ての市町村が内容は異なるが実施している。国

は、これまで子供に対する独自の支援策を行うとペナルティを科し、国の出すべき補助を

カットしてきている。本来ならば、こういう制度は国が責任を持つべきだと考える。全国

市長会でも機会あるごとに国の責任において乳幼児医療費助成制度を実施してほしいとい

う要望を重ねていると理解しているが、現在の対応はどうなっているのか」との質疑に対

しまして、「市長会としても平成28年度国の施策及び予算に関する決議、重点提言で強く

要望しているところである」との答弁がございました。 

  他にも質疑がございましたが、本席では省略いたします。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第24号大竹市国民健康保険条例の一部改正についてでございますが、本
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件では、「５割軽減、２割軽減の対象世帯の数について伺う」との質疑に対し、「平成27

年度当初賦課の保険料率を当てはめ計算すると、５割軽減に該当する世帯は現行の666世

帯が685世帯となり19世帯ふえる。２割軽減に該当する世帯は現行の598世帯が600世帯と

なり２世帯ふえるという試算をしている」との答弁がございました。 

  他にも質疑がございましたが、本席では省略いたします。 

  質疑を終結し討論、採決の結果、本件は原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第25号大竹市介護保険条例の一部改正についてでございますが、本件で

は質疑、討論ともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第26号大竹市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例及び大竹市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例の一部改正についてでございますが、本件では質疑、討論は

なく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第27号大竹市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

改正についてでございますが、本件では質疑、討論ともになく、採決の結果、原案のとお

り可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第28号大竹市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結

果の縦覧等の手続に関する条例の一部改正についてでございますが、本件では質疑、討論

ともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決しております。 

  続きまして議案第29号大竹市水道条例の一部改正についてでございますが、本件では、

「債権を放棄するということであるが、件数と金額及びいつからの債権が放棄になるのか

伺う」との質疑に対し、「平成15年以降で件数は約350件、金額は約250万円となる」との

答弁がございました。 

  次に、「この条例では上水だけが対象であるが、下水はどうなるのか。また、今までは

どうしていたのか伺う」との質疑に対しまして、「平成15年以前、国は、水道料金は公債

権の扱いをしていた。それに合わせ全国の事業体も同様の扱いをし、５年たてば債権が消

滅するという取り扱いであった。平成15年10月に最高裁は、水道料金について水道供給契

約上の私法上の契約であるため、消滅時効は２年であるという判断を示した。そのため平

成15年以前については５年で消滅としている。それ以降は、２年を経過した後は消滅時効

にかかる。しかしながら本人が時効だという援用をしない限り債権を持っている形になる。 

  下水道については、契約ではなく公債権という扱いであるため、使用料として５年の期

間で消滅する。こちらはその間に何もしなかったら自動的に消滅する。２年と５年という

差がでてしまうため、このたびは、そこについても整理させていただきたい」との答弁が

ございました。 

  次に、「条例を改正し、上下水道局だけの判断で債権を放棄するという発想である。今

でも議会が議決すれば放棄することが可能であるがどうか」との質疑に対し、「地方自治

法第96条で債権放棄は議決事項となっている。なぜ条例で規定するのかと言えば、債権の
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放棄を議会で諮る場合、通常は件数ごとに議案として挙げ審議いただくことになる。ただ

し条例で決めておけば職権で行うことができ、議会には決算等で報告することになると考

えている」との答弁がございました。 

  他にも質疑がございましたが、本席では省略いたします。 

  質疑を終結し、討論、採決の結果、本件は原案のとおり可決すべきものと決しておりま

す。 

  続きまして議案第34号大竹市弥栄周辺広場の指定管理者の指定についてでございますが、

本件では、「弥栄ダム周辺は、大竹市にとっても観光名所としてもっとＰＲし利用者をふ

やしていきたいところである。指定管理者として利用促進に向けてどのような努力をして

いるのか伺う」との質疑に対し、「周知に対する取り組みは、大竹地域産業振興センター

や西中国山地観光施設連絡協議会、美和観光連絡協議会等に加盟しており、さまざまなイ

ベントに出店、参加し弥栄地域の広報活動を行っている。その他、独自に弥栄タイムズを

年２回発行し、新聞の折り込み広告を大竹市、岩国市、和木町に行っている」との答弁が

ございました。 

  他にも質疑がございましたが、本席では省略いたします。 

  質疑を終結し討論に入りましたが、討論はなく、採決の結果、本件は原案のとおり可決

すべきものと決しております。 

  続きまして議案第37号平成27年度大竹市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）でご

ざいますが、本件では質疑、討論ともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべきもの

と、決しております。 

  続きまして議案第38号平成27年度大竹市港湾施設管理受託特別会計補正予算（第１号）

でございますが、本件では質疑、討論ともになく、採決の結果、原案のとおり可決すべき

ものと決しております。 

  以上で生活環境委員会に御付託いただきました議案12件の審査報告を終わります。 

○議長（児玉朋也） ただいまの委員長の報告に対し、これより一括質疑に入ります。質疑

はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

  これより一括討論に入ります。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 討論なしと認めます。これをもって討論を終結いたします。 

  ただいま議題となっております本12件を一括採決いたします。 

  本12件に関する委員長の報告はいずれも原案可決であります。本12件は委員長報告のと

おり決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 御異議なしと認めます。よって本12件は原案のとおり可決されました。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第３８・日程第３９〔一括上程〕 
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  平成27年陳情第４号 「高齢者が地域で活躍できる場の拡大に取り組むシルバー人材セ 

            ンター」への支援に関する陳情 

  平成28年陳情第１号 大竹駅東口広場整備事業の早期実施についての陳情 

○議長（児玉朋也） 日程第38、平成27年陳情第４号「高齢者が地域で活躍できる場の拡大

に取り組むシルバー人材センター」への支援に関する陳情及び日程第39、平成28年陳情第１

号大竹駅東口広場整備事業の早期実施についての陳情を一括議題といたします。 

  本２件に関し委員長の報告を求めます。 

  生活環境委員長、細川雅子議員。 

生活環境委員会陳情審査報告書 

  本委員会に付託の陳情は、審査の結果、下記のとおり決定したので、会議規則第110条

の規定により報告します。 

記 

番 号 件          名 審査の結果 付託年月日 

平 成 27年 

陳情第４号 

「高齢者が地域で活躍できる場の拡大に取

り組むシルバー人材センター」への支援に

関する陳情 

採 択 27.12.３ 

平 成 28年 

陳情第１号 

大竹駅東口広場整備事業の早期実施につい

ての陳情 
不 採 択 28.３.２ 

  平成28年３月３日 

  大竹市議会議長 児玉 朋也 様 

                           生活環境委員長 細川 雅子 

〔生活環境委員長 細川雅子議員 登壇〕 

○生活環境委員長（細川雅子） それでは去る12月３日及び３月２日の本会議におきまして

生活環境委員会に御付託をいただきました陳情２件につきましては、委員会で審査を行い

ましたので、委員会での審査経過の概要並びに結果について御報告を申し上げます。 

  まずは、平成27年陳情第４号「高齢者が地域で活躍できる場の拡大に取り組むシルバー

人材センター」への支援に関する陳情でございます。本件は、公益社団法人シルバー人材

センター理事長松﨑和生氏ほか12人から提出された陳情で、昨年12月定例会より閉会中の

継続審査としておりました。陳情の趣旨は、シルバー人材センターへの補助金と公共事業

の発注の確保及びシルバー人材センターへの拠点施設の整備の２点を求め陳情されたもの

でございます。 

  12月８日の審査におきまして本件に対する執行部の考え方を尋ねたところ、「補助金に

ついては、市の予算編成方針に従い歳入が減少傾向にある中で、他の補助団体との均衡も

配慮しながら限られた財源の中で検討したい。 

  公共事業の確保については、シルバー人材センターにおける就業が高齢者の社会参加の

促進や会員みずからの健康保持及び増進に寄与していることを踏まえ、センター本来の目
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的を鑑みつつ考慮していきたい。 

  また、拠点整備については、現在の拠点施設である旧公害センターの建物は、老朽化が

著しく設備も十分でないなど、拠点設備としては良好な環境にないことは十分把握してい

る。今後、活用可能な土地・建物等が生じた場合には、整備について検討したい」という

ものでございました。 

  質疑の後、委員から閉会中の継続審査の意見が出され、採決の結果、継続審査とすべき

ものと決しております。 

  続いて３月３日の審査において、執行部から「補助金については平成28年度予算におい

て、平成27年度と同額を計上している」と報告、さらに前回委員から質疑があった拠点施

設を市が用意しなければならないのか、シルバー人材センターみずからが資金を積み立て

ることは法律で禁じられているのかなどの質疑について、「大竹市シルバー人材センター

は公益法人として公益目的事業だけを行っているため、原則、事業年度において収支が均

衡することが求められる。公益目的事業等の拡充のため特定費用準備資金として計画的に

資金を積み立てることはできるが、拠点施設のような高額なものについて積み立てること

は難しい状況である。したがってシルバー人材センターみずからが拠点施設を整備するこ

とは困難であると考えている」との答弁がございました。 

  続いて、委員に質疑を求めたところ、「現在の建物はさつき作業所と併設されている。

シルバー人材センターだけが移転をした場合、さつき作業所の取り扱いはどのようになる

のか伺う」との質疑に対しまして、「仮にシルバー人材センターの移転の見込みが立てば、

さつき作業所の母体である社会福祉協議会に対して、状況を説明した上で社会福祉協議会

の意向があれば、協力できることについて検討したいが、現在は白紙で考えを持っていな

い」との答弁がございました。 

  次に、「現在の建物は耐震診断をしているのか伺う」との質疑に対しまして、「実施し

ていないと認識している」との答弁がございました。 

  他にも質疑がございましたが、本席では省略させていただきます。 

  次に、委員から閉会中の継続審査の意見が出されましたが、起立採決の結果、否決され

ました。続いて討論に入り、採択の立場で２名の委員から、不採択の立場で１名の委員か

ら討論がございました。採択の立場では、「移転した後の土地活用も図られ地域の活性化

につながると考える。また、併設されているさつき作業所の移転も含め、早期に解決の方

向を出していただきたい。議会で採択し、執行部も早期に方向性を出し具体化の取り組み

をしてほしい」と言うものでございました。 

  次に不採択の立場では、「何でもかんでも行政にやってほしいと言い、議会も自分では

何もせずに、できないことを採択する。採択しても案がないのでできない。ならば一旦不

採択すべきと考える。賛成する人は具体案があるのか」というものでございました。 

  討論を終結し起立採決をした結果、本件は採択すべきものと決しました。 

  続いて平成28年陳情第１号大竹駅東口広場整備事業の早期実施についての陳情でござい

ますが、本件は、大竹市身体障害者福祉協会会長杉本守正氏ほか２人から提出された陳情

で、３月３日に審査を行っております。その趣旨は、大竹駅東口広場整備事業の早期完成
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及び現大竹駅施設内に本工事に先駆けて障害者や高齢者に優しい昇降用のエレベーターの

設置の２点を求め陳情されたものでございます。 

  審査におきまして、本件に対する執行部の考え方を尋ねたところ、「大竹駅東口広場整

備事業はＪＲ山陽本線で分断された大竹駅周辺の中心市街地を高架橋の自由通路で結び、

合わせて駅東口広場を整備することにより交通の利便性を向上する目的で平成６年度から

事業に着手している。その後、平成23年度に駅周辺のまちづくりや橋上駅舎を含めた整備

のあり方について見直しを行い、大竹駅周辺整備新構想を策定した。また平成26年度には

基本的事項についてＪＲと合意している。現在は、基本設計、補償調査業務を行っており、

基本協定締結に向けＪＲと協議を進めているところである。なお、現計画においては自由

通路の東西昇降口及びＪＲ上下線ホームにそれぞれエレベーターを設置し、バリアフリー

化を図る計画にしている。要望の現大竹駅施設内のバリアフリー化については、本来ＪＲ

が行うものと考えるが、仮に現在の跨線橋にエレベーターを設置した場合には、橋上駅舎

の完成と同時期に既存の鉄道施設撤去と合わせエレベーターも撤去する必要が生じ、工事

及び整備費用の両面で手戻りが懸念される。このため本工事に先駆けてエレベーターの設

置をＪＲに要望することは現時点では考えていない。自由通路及び橋上駅舎の整備は平成

30年代前半の完成を目指しており、今しばらく時間を要する見込みである。高齢者や障害

者の方々には御不便をおかけすることになるが、早期完成を目指して努力する」というも

のでございました。 

  続いて、委員に質疑を求めたところ、「仮にエレベーターだけを先行して設置した場合

に、手戻りになる費用は、どの程度であるのか伺う」との質疑に対しまして、「平成25年

にＪＲ竹原駅がエレベーター２基と跨線橋を整備し約２億円程度かかっている」との答弁

がございました。次に、「皆様の意見では、あと３年すれば東口広場に着手できるかのよ

うに言っているが、財政的に見て正しいのか伺う」との質疑に対しまして、「あらゆる財

源の確保に努めていくが、財源の確保ができないものについては計画を進めるわけにはい

かない」との答弁がございました。 

  討論に入り、委員から継続審査の動議が提出されましたが、起立採決の結果、否決され

ました。討論では、不採択の立場で２名の委員から討論がございました。その内容は、

「趣旨はよくわかるが、陳情を提出するタイミングが遅いと感じる。採択しても単独でエ

レベーターだけを設置する可能性はないと考える」というものでございました。 

  他にも討論がございましたが、本席では省略いたします。 

  討論を終結し起立採決の結果、本件は不採択すべきものと決しました。 

  以上で生活環境委員会に御付託いただきました陳情２件の審査報告を終わります。 

○議長（児玉朋也） ただいまの委員長の報告に対し、これより一括質疑に入ります。質疑

はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

  これより一括討論に入ります。討論はありませんか。 

  ７番、大井 渉議員。 
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○７番（大井 渉） 陳情第４号「高齢者が地域で活躍できる場の拡大に取り組むシルバー

人材センター」への支援に関する陳情につきまして、不採択の立場で討論させていただき

ます。 

  我々の会派、市民の味方でいろいろ考えました。今までは継続だったと思っております。

今回も継続の動議が出されたと思いますけど、否決されたため、採択か不採択かという二

者択一の立場になったわけでございます。 

  この中で２点の要望がなされております。全てが我々は不採択という意味じゃないんで

すが、１つでも不採択する部分がありますので、その辺を少し御説明して不採択の討論と

させてもらいます。 

  まず１番のシルバー人材センターへの補助金と公共事業の発注の確保について、これに

つきましては、先ほど委員長報告にもありましたように、何でもかんでもお金がなくなれ

ば市役所にお願いするんだというんでなしに、やっぱり経営努力というものをしていただ

きたい。公益法人であろうが何であろうが、私も以前商工会議所におったときに大竹市か

らどんどん補助金をカットされました。それでもまた知恵を出してそのお金をどっかから

新たな事業、そういうもので確保してまいりました。なくなれば市にお願いするというそ

ういうやり方はやめるべきであり、大竹市も先ほどありましたように、財政が厳しい状況

の中でバランスのとれた補助金しか出せないという答弁があったように思います。ですか

ら、もっと営業努力をしていただきたい。 

  １つ例に出しますと、今まではシルバー人材センターで我々議員の議員活動報告書とい

うのを全域に配っていただいておりました。しかし、大願寺の裁判が始まって、裁判が始

まったという理由で配布できないというようなわけのわからない執行部がおられるんで、

そういう状況の中では非常に会員さんは気の毒であると。また、裁判が終わったら配布し

ますよと。本当にこれが公益法人かなと、我々は公職選挙法というちゃんとした法律に基

づいて議員になっとるわけでございます。我々が書いた活動報告書は我々が責任を持つわ

けです。だから、それも１枚が４円40銭という非常に安い金額。郵送で送れば市内特別で

も１通が67円かかるわけです。だから、そういうものも大竹市そのものも幾つも裁判を行

っとるわけですから、そんな無責任な理由でみずからの収入財源、営業努力をしないこの

１番については全くの反対でございます。 

  ２番目につきましては、先ほど委員長からも報告あったとおり、非常に劣悪な環境状況

の中にあります。あそこにもし労働基準監督署が入ったらすぐ改善命令が出るんだろうと

思ってます。休憩所がない。それから食事、そういうものをするところがない。耐震強度

がない。狭過ぎる。もうもろもろの状況です。だからこれにつきましては、今シルバーさ

んのお金で土地を買ったり、あるいは建物を建てたりということは非常に難しい。ここに

ついては行政のほうもできる限りのことをやってあげていただきたいと思います。会員さ

ん五百数十名は一生懸命やっておられます。だから会員さんのためにもそれはぜひお願い

したい。それから会員さんが生活し仕事をもらうためにも事務局を中心にした営業努力を

していただくこと、こういうことを申し添えまして不採択の立場で討論を終わらせていた

だきます。 
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  以上です。 

○議長（児玉朋也） 他に討論はありませんか。 

  ３番、賀屋幸治議員。 

○３番（賀屋幸治） 私は、この陳情につきまして採択すべきであるという立場での討論を

させていただきます。 

  私は、昨年の12月の定例議会での生活環境委員会でもこの陳情を採択すべきという意見

を述べさせていただきましたが、継続審査となり今回また改めて採択すべきという理由に

ついて述べさせていただきたいと思います。 

  まず１点目のシルバー人材センターへの補助金と公共事業の発注の確保についてですけ

ども、これは新年度予算も同等の額を割り当てておるわけでございまして、特に増額をし

てくれという中身ではございません。さらに、高齢者社会の中で現在のシルバー人材セン

ターの役割とその必要性というのは、ますます重要になるとともに地域社会への貢献度は

大きくなっております。これは皆さん異論はないとこであろうかと思います。 

  安倍総理もこれからの成長戦略の中で、１億総活躍社会の実現に向けて、高齢者に多様

な就業機会を提供するんだというふうに言っております。こうした背景の中で、事業の拡

大を図り安定した事業運営を確実なものにするためにも、やはり補助金と公共事業の確保

という部分については、その必要性は十分理解できるものであります。 

  また、２点目の拠点施設の整備につきましても、現施設は昭和47年建設の旧公害監視セ

ンターの建物であります。施設の老朽化と必要床面積の不足というのが大きな課題になっ

ているということでございますし、特に建物の耐震強度は、昭和56年以前の耐震基準での

建築物であり安全性に大変不安があります。そういった状況を踏まえて、本陳情の趣旨及

びその内容は、現状の課題と対策の必要性を的確に捉えているものであり、解決すべき案

件として陳情を採択すべきであるものと思います。また、シルバー人材センターの移転を

検討するということは同居しているさつき作業所の諸課題も同時に検討するということに

なりますので、課題解決に向けて前進するということになります。 

  あわせて、今の施設の跡地活用、これは面積が約2,900平米くらいあると思います、駐

車場と合わせて。晴海の商業施設の隣接する一等地でございます。そこの土地活用という

のが今から大きく図られ活性化につながっていくんだろうということもございますので、

今回のこの陳情につきましては採択すべきという考えでございます。 

  以上です。 

○議長（児玉朋也） 他に討論はありませんか。 

  15番、田中実穂議員。 

○15番（田中実穂） 私は先ほど委員長のほうから報告がございましたように、委員会では

継続審査を動議として出したわけですが否決されました。私は、この陳情に対しては不採

択という立場で討論をさせていただきます。 

  今回のこの陳情を見ますと、２つが大きな争点となっていると思います。１つは人材セ

ンターへの補助金と公共事業の発注の確保、これに向けては今までもそうでありましたし、

これからもやはり行政として応援していかなきゃいけない。多くの方たちが生きがいを見
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つけて働いてらっしゃるということであるから当然と言えば当然であると思います。 

  ただ、２つ目の人材センターの拠点施設の整備についてなんですが、ここは劣悪な環境

であるということは私も知っております。現場も見させていただきました。 

  しかし、下段のほうにありますように、ついては就業会員のための休憩、昼食室、就業

相談室及び研修、会議室、シャワー設備等の整備、加えて配食サービスのための調理室の

整備云々というのが実はあります。私は、このことについては、これだけを全部全て一気

にということじゃないにしても、ただひっかかったのは配食サービスのということがござ

いました。本市には、小方学園小中学校できたときに、立派な配食いわゆる給食センター

ができております。児童生徒も少なくなっていく中で、これから高齢化どんどん進んでい

く、そういった面でこの配食ということを考えたときには、しっかりと行政のほうとも連

携をとってやっていく必要があるんではないかと。そういったことがなされた上で、こう

いう文言になっているのかどうなのかということが私は一番気にかかるところであります。 

  そういった面で、もうちょっとしっかりと煮詰めて、そして私は陳情をしっかりと吟味

したいということで、今回については不採択という立場で態度を表明させていただきます。 

○議長（児玉朋也） 他に討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 討論なしと認めます。これをもって討論を終結いたします。 

  これより本２件のうち平成27年陳情第４号を起立により採決いたします。 

  本件に関する委員長の報告は採択であります。本件は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（児玉朋也） 起立多数と認めます。よって本件は採択と決定いたしました。 

  続きまして平成28年陳情第１号を採決いたします。 

  ここで念のため御説明いたします。委員長の報告は不採択ですが、ここでは採択するべ

きかどうかを諮ることになります。 

  採決に当たっては委員長の不採択の報告にかかわらず、陳情第１号を採択するべきとす

る委員の起立をお願いいたします。 

  それでは本件を起立により採決いたします。本件を採択することに賛成の議員の起立を

求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（児玉朋也） 起立少数と認めます。よって本件は不採択と決しました。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（児玉朋也） お諮りいたします。議事の都合により３月12日から３月24日までの13

日間、休会といたしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 御異議なしと認めます。よって３月12日から３月24日までの13日間、

休会することに決定いたしました。 

  お諮りいたします。本日、議決されました各案件につきまして、その条項、字句、数字、
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その他整理を要するものにつきましては、その整理を議長に委任されたいと思います。こ

れに異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（児玉朋也） 御異議なしと認めます。よって条項、字句、数字、その他の整理は議

長に委任することに決定いたしました。 

  以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

  この際、御通知いたします。本日、本会議終了後、16時から第１委員会室におきまして

予算特別委員会を開催いたします。また、３月18日午後３時から基地周辺対策特別委員会

を、３月23日午前10時から議会運営委員会をそれぞれ第１委員会室で開催する旨、各委員

長から通知を受けております。ただいま御出席の各位には別に書面による御通知はいたし

ません。関係者はお含みの上、御参集ください。 

  ３月25日は午前10時に開会いたします。ただいま御出席の各位には別に書面による通知

はいたしません。お含みの上、御参集をお願いいたします。 

  本日はこれにて散会いたします。 

 

１５時４５分 散会 
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